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はじめに 

 

 本会では、令和 7年度からの 5か年の活動計画として、「山形県社会福祉協議

会 地域福祉活動計画 2025」を策定しました。この計画は、令和 2年 3月に策定

した「山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 2020」の取組みの成果・課題と、

今後取り組むべき内容を踏まえて推進するものです。 

 私たちを取り巻く社会環境は、年々大きく変化しており、少子高齢化や人口減

少の進行が、地域社会の在り方そのものに影響を及ぼす時代となりました。特に

本県においては、県内の人口が 100 万人を割り込むなど、大きな転換期を迎え

ております。身近な地域において、支え合いの担い手が減少する一方、支援を必

要とする方は増加しており、地域福祉の重要性はこれまで以上に高まっており

ます。 

 また、近年は、社会的なつながりの希薄化を背景に、孤独・孤立の問題が深刻

化しています。こうした状況を受け、本県ではオール山形で孤独・孤立対策を推

進するための官民連携のプラットフォーム「やまがたつながり支えあいネット

ワーク」が設立されるなど、多様な機関や団体が連携・協働し、誰一人取り残さ

れることのない社会をめざす取組みが始まり、県内各地への広がりと強固な連

携を築くことが求められています。 

 さらに、近年頻発する自然災害への対応も、重要な課題です。令和 7年には、

災害対策基本法等の一部を改正する法律が施行されました。災害救助法におけ

る救助の種類に「福祉サービスの提供」が追加され、福祉的支援の充実、ボラン

ティア団体との連携、広域避難の円滑化、防災 DX の推進など、災害対策の強化

が図られています。引き続き、平時からの地域のつながりづくりとあわせて、災

害時にも福祉支援が行える体制づくりを進めてまいります。 

 今後も、地域福祉の推進主体として、「誰もが住み慣れた地域で心豊かに暮ら

せる地域福祉の確立」を目指し、多様な機関や団体等と連携・協働しながら、地

域共生社会の実現に向けて着実に歩みを進めてまいる所存ですので、引き続き

変わらぬお力添えを賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、計画の策定にあたり貴重な御意見をいただきました山形県社会福祉

協議会地域福祉活動計画策定委員会の皆様をはじめ、関係者の皆様に心から感

謝申し上げます。 

 

 

 

令和 8年 3月 

 

                   社会福祉法人山形県社会福祉協議会 

                      会 長  玉 木 康 雄 
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◎ 社会福祉協議会（社協 しゃきょう） 

 社会福祉協議会は、地域福祉の推進を目的とした民間非営利組織で、社会福

祉法に位置づけられており、すべての市区町村、都道府県、そして全国の段階

に組織されています。全国に広がる福祉関係者のネットワークです。 
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計画策定の経過 

 

 

  本会では、平成 11 年度に「山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉プラン 2000〉」

及び「同実施計画」を策定し、「住民が主体となり、誰もが心豊かに暮らせる地域福祉

の確立」を基本理念に掲げ、地域住民や関係機関・団体、ボランティア、行政などに

対して住民主体の地域福祉活動を呼びかけるとともに、県社協として果たすべき使命

や役割を示してきました。 

  以後、中間見直し等を行いながら、5 年の中長期計画として本活動計画及び同実施

計画を推進してきましたが、令和 6 年度末に計画期間が終了することから、新たな計

画として本計画の策定に取り組みました。 

  なお、令和６年度に県内で大きな災害があり、本会として市町村社協の支援に注力

する必要があったこと、また令和７年度には孤独・孤立対策推進法や災害対策基本法

等など、本会の活動に関係する法令の施行・改正があり、これを計画に反映させるた

めに令和７年度の策定となりました。 

 

【活動計画および実施計画 策定の経過】 

策定年度 策 定 計 画 計画期間 

H11 
山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉プラン2000〉 H12～H16 

山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉プラン2000〉・実施計画 H14～H16 

H18 山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉プラン2000〉・第2次実施計画 H17～H21 

H21 山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉プラン2010〉 H22～H26 

H22 山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉プラン2010〉・実施計画 H22～H26 

H26  山形県地域福祉活動計画〈やまがた福祉ビジョン2015〉・実施計画 H27～H31 

R1 山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画2020 R2～R6 

 

 

 

 
 

R7 山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画2025 R7～R11 
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１．山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画２０２０→２０２５に向けて 

 前計画は２０２０（令和２年）からの計画でしたが、この間少子・高齢化はさらに進

行し、また人口も減少傾向にあり、令和７年５月には、1920年以来105年振りに人口が

100万人を下回ることとなりました。また、本県は三世代同居率が全国で最も高いもの

の、１世帯当たり人員は減少傾向にあります。こうした少子・高齢化や世帯規模の縮小

により、支援を必要とする方が増える一方、それを支える地域の担い手が減少しており、

地域の担い手の確保が重要な課題となっています。 

【山形県の人口と1世帯当たり人員】 

 年少人口 

(0～14歳) 

生産年齢人口 

(15～64歳) 

老年人口 

(65歳以上) 
合 計 

１世帯当た

り人員 

Ｒ２ 120,271 586,578 361,178 1,068,027 2.68

Ｒ３ 116,875 575,606 362,248 1,054,729 2.64

Ｒ４ 113,436 565,527 362,008 1,040,971 2.60

Ｒ５ 109,498 555,565 361,165 1,026,228 2.56

Ｒ６ 105,465 545,333 359,978 1,010,776 2.51

Ｒ７ 101,253 534,689 358,595 994,537 2.48

 
【出典】県みらい企画創造部「山形県の人口と世帯数」 

              ※各年10月1日現在 

 

この間は新型コロナウイルス感染症の拡大により、いきいきサロン等をはじめとした

地域活動に大きな制限がかかることとなりました。この間、やむを得ず活動の休止や縮

小をせざるを得ない活動も多くありました。感染症のなかにあっても、地域のつながり

を切らさない取組みが必要です。 

全国的に大規模災害が発生するなか、本県は比較的災害が少ない県ではありましたが、

この５年間で三度の災害救助法が適用される大雨災害に見舞われました。令和２年には

県内７か所、令和４年には４か所で災害ボランティアセンターが設置されました。さら

に令和６年には７か所に災害ボランティアセンターが設置され、本県として初めて北海

道・東北ブロックの各社協からも継続的な支援をいただきました。また、被災地域の福

祉施設では、福祉避難所を開設し、高齢者や障がい者など配慮を必要とする方々とその

家族を受け入れた施設もありました。こうした災害発生時においては、配慮を必要とす

る方々への福祉の視点に立った支援が必要不可欠であり、平時からの地域のつながりづ
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くりとあわせて、災害時にも切れ目のない福祉支援が行われることがより重要となって

います。 

 

年度 

災害救助法が

適用された市

町村数 

最大避難所開設数 

（最大避難者数） 

災害ボランティアセンターが設置

された市町村 

Ｒ２ 31市町村 
299か所

（2,438人）

山形市、村山市、中山町、河北町、

大江町、大石田町、大蔵村 

Ｒ４ 10市町村 
108か所

（3,085人）
長井市、大江町、川西町、飯豊町 

Ｒ６ 16市町村 
138か所

（3,383人）

鶴岡市、酒田市、村山市、最上町、

鮭川村、戸沢村、庄内町、遊佐町 
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２．山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画２０２０の評価 

 地域福祉活動計画２０２５の策定にあたって、職員により前計画（山形県社会福祉協

議会 地域福祉活動計画２０２０）の１７の実施項目ごとの評価を行いました。評価の結

果は本計画中の「これまでの成果と課題」に反映し、今後の「目指す方向性」につなげ

ています。 

【評価の概要】 

１ 市町村社協の地域福祉推進のための支援 

・市町村社協の「地域福祉活動計画」策定のための支援や、「市町村社協ヒアリング」の

実施、「市町村社協基礎調査」の作成を通して地域課題や情報の把握・共有し、本会の

会議や研修に取り上げる等、事業に反映した。 

・本会や市町村社協の取組みについて、市町村社協や福祉関係団体等には随時情報発信

を行っているが、今後ホームページや SNS 等の媒体を活用した広報・周知を強化して

いく必要がある。 

２ 住民同士の「つながり」を高めるボランティア・市民活動の振興 

・各種事業等を通じて、市町村域や地区ごとの現状や課題について把握してきた。課題

解決のための多機関での協働・広域連携を推進するため、市町村社協や関係機関への

働きかけを強化していく必要がある。 

・企業等の社会貢献については、寄付先の紹介や福祉団体とのマッチング支援などを行

ってきたが、企業も地域福祉の推進役として考え、連携を深めていく必要がある。 

３ 民生委員・児童委員活動への支援 

・県民児協への運営支援を通じて、現状や住民が抱える生活課題等の把握に努め、民生

委員・児童委員のやりがいや資質向上など委員活動の充実を図った。今後も民生委員・

児童委員との連携を深め、各種支援を行っていく。 

４ 災害時福祉支援活動と避難者支援活動の推進 

・ライオンズクラブや青年会議所との協定を締結し、災害時の連携強化を図った。また、

「市町村社協向け災害ボランティアセンター設置マニュアル策定のための参考書」を

改訂し、市町村等で開催する連絡会や設置・運営訓練に参加することによって、災害

時の対応強化を図った。 

・県内で発生した豪雨災害では本会職員を派遣するとともに、市町村社協とともに被災

社協の支援を行った。特に、令和 6 年度は、本県では初めて北海道・東北ブロック内

より職員の派遣を受け、支援にあたった。さらに支援を円滑に進めるために、市町村

社協と本会の間で統一化した情報共有等を推進していく必要がある。 

５ 社会福祉法人との連携強化 

・最上地区の大蔵村、鮭川村、戸沢村では、6 つの社会福祉法人で「最上三村社会福祉

法人連絡会」を設立し、課題を共有し連携・協働で事業に取り組んでいくため、本会

が相互間のコーディネート等の立ち上げ支援を行い、令和5年度に設立に至った。 
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・山形県社会福祉法人経営者協議会と連携し、地域社会から信頼される社会福祉法人と

しての一層の取組み強化を促すとともに、会員法人における「地域における公益的な

取組」に関する情報提供を行ってきた。今後はホームページ等の媒体を活用しながら、

公益的取組に関する情報発信を強化していく必要がある。 

６ 地域の中でお互いがつながるための場づくりや仕組みづくりの推進 

・住民主体の福祉活動を一層強化するため、市町村社協や関係団体が取り組む「ふれあ

い・いきいきサロン」や「地域食堂」等の居場所づくりを推進し、地域のつながりの

再構築を図った。 

・居場所づくりに関する情報収集を行いながら、地域福祉活動に興味・関心をもっても

らえる地域住民やボランティアを育成し、活動につなげていけるような取組みを進め

る必要がある。 

７ 地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習（福祉共育）の推進 

・あらゆる年代の人が、それぞれのライフステージ（人生）と日常の生活の場（家庭や

学校・職場、地域等）において福祉の心を育むことができるよう、地域ぐるみで進め

る福祉共育の推進を図った。 

・地域福祉・ボランティア担当者会議や福祉共育推進セミナー、福祉共育プラットフォ

ーム構築に向けた検討会を通じ、市町村社協や教育関係機関と現状や課題を共有した。

・ボランティアの関心を高め、活動を広げていくために本会機関紙およびＳＮＳ等の活

用を通してボランティア・市民活動の振興に向けた情報の周知を図る。 

８ 相談体制の充実 

・多様化・複雑化する住民ニーズを的確に受け止め、必要な支援活動に結び付けるため

の総合的な相談支援体制づくりを進めてきた。 

・相談員スキルアップ研修会を開催し、日頃相談援助や見守り相談に従事する方々の相

談スキルの向上を図るとともに、相談機能の充実や重層的な相談体制の構築を図った。

・県民から寄せられる複雑・多様化した生活課題に関する相談に対して、あらゆる支援

につなぐことができるよう、県社協職員の資質向上に努める必要がある。 

９ 権利擁護活動の推進 

・認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等判断能力が不十分な人でも、その人の

人権が尊重され、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう「日常生活

自立支援事業」に取り組むとともに、市町村社協による「法人後見・市民後見事業」

を推進し、権利擁護活動の充実を図った。 

・本事業の効率的かつ効果的な事業推進と運用上の課題を解決するため、令和 4 年度に

設置した「日常生活自立支援事業検討会」での協議を経て、令和 5 年度に「日常生活

自立支援事業推進方針」を作成した。健全な事業運営を図り、市町村社協における事

業を推進していく。 
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１０ 生活福祉資金貸付等住民の自立支援に向けた制度の推進と自立支援機関等との

連携 

・低所得者世帯等生活困窮世帯に対して、生活福祉資金の貸付けと必要な相談支援を行

い、安定した生活を送ることができるよう支援するとともに、生活困窮者自立支援制

度を中心とした他の自立支援機関等との総合的な支援体制の構築に向けた連携を進め

てきた。 

・近年の複雑化・複合化した支援ニーズに対して、生活困窮者の生活課題を適切に把握

し、解決に向けて関係機関とのより一層の連携が必要である。 

１１ 高齢者福祉、児童福祉、障がい者福祉等の充実促進 

・高齢者福祉・児童福祉・障がい者福祉等の各種別協議会・団体との連携を図り、誰も

が地域の中でいきいきと明るく心豊かに暮らせるよう、一人ひとりの人権や権利が尊

重される「ともに生きる」地域づくり・仕組みづくりを推進してきた。 

・種別協議会・団体が実施する各種事業（研修会やセミナー等）への参加や協力支援を

行い、課題や取組みの共有等の情報交換を行った。 

１２ 福祉サービス従事者の確保と定着促進 

・「県福祉人材センター」の運営を通じて、関係機関・団体と協働しながら福祉サービス

従事者の確保・定着を促進するとともに、広く県民に対して「福祉の仕事」に関する

理解促進やイメージアップを図り、福祉に携わる多様な人材の創出に取り組んだ。 

・本センターの利用者増を目指してセンターWEBサイトをリニューアルし視認性を高め、

SNS（Facebook、X（旧Twitter）、Instagram）、ネット広告で広報・情報発信等を行っ

た。今後も福祉従事者の確保・定着に向けた効果的な情報発信に努める必要がある。

１３ 専門性の高い福祉サービス提供への支援 

・「県社会福祉研修センター」の運営を通じて、関係機関・団体と協働しながら研修内容

の充実を図り、福祉サービス利用者一人ひとりのニーズに対応した質の高いサービス

を提供できる専門的な知識や技術と豊かな人間性を兼ね備えた福祉サービス従事者の

育成を図った。 

・令和 5 年度から研修受講者にアンケートを実施し、研修の過去の受講歴と研修受講後

の成果を調査している。今後は、各施設・事業所に対するアンケートも実施しながら、

研修への参加が職員の育成・確保につながっているかなどを調査し、これらの調査結

果を参考としながら、今後の研修計画等の見直しに反映させていく。 

１４ 利用者の立場に立った福祉サービス提供への支援 

・良質で信頼できる福祉サービスの提供のため、福祉サービス提供事業者における苦情

解決制度の充実を図るとともに、「福祉サービス第三者評価事業」を実施し、事業啓発

を行った。 

・「福祉サービス第三者評価事業」について、本会では、平成18年から令和4年まで評
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価機関として取り組み、合計 7 件の評価を実施した。評価機関としての取組みは令和

4年で終了したが、今後は、情報提供等による第三者評価事業の啓発を行っていく。

１５ 社会福祉制度の充実に向けた政策提言（ソーシャルアクションの推進） 

・社会福祉制度の充実及び社会福祉予算の確保に向けた要望及び提言活動を推進すると

ともに、活動を通じて見えてきた課題について関係団体や県と共有しながら、必要に

応じて社会福祉制度の充実に向けた政策提言を行った。 

・各福祉関係団体や市町村社協からの要望事項をとりまとめ、要望書として県知事及び

県議会議長へ提出した。今後も、各福祉関係団体や市町村社協と連携して、よりよい

政策につながるよう工夫しながら要望活動を継続していく。 

１６ 地域福祉に関する調査・研究 

・事務局内に部門を横断した「プロジェクトチーム」を設置し、各種業務の実施状況や

成果・課題、各種統計データ、関係機関や団体から寄せられる情報等を整理分析し、

県民の生活実態や地域福祉にかかわる提言等の発信に取り組んだ。 

・プロジェクトチームでは「本会事業から見る新型コロナウイルス感染症の住民への影

響」、「新型コロナウイルス禍におけるオンラインコミュニケーションツールによる福

祉活動の状況調査」「新型コロナウイルス禍における子どもの居場所づくりについての

ニーズ調査」「福祉系学部に通う山形県内学生の福祉の仕事に対する意識調査」と題し

た調査研究事業を実施した。各関係団体へ調査結果を送付し、共有を図るとともに問

題提起を行った。今後社会福祉制度・予算対策委員会活動との連携を図りながら検討

結果等を政策提言につなげることを検討していく。 

１７ 本会の組織体制の充実・強化 

・本会の運営にあたり、公益性の高い組織にふさわしい法人運営体制を確立するととも

に、外部研修や職場内研修を活用した職員の資質向上に努めた。また、賛助会員の拡

大をはじめとする財政基盤の強化、本会機関紙「たすけあい」やホームページ等情報

発信ツールを活用した広報活動の充実を図った。 

・今後も各種研修等により、本会職員の一層の資質向上を図り、本会機関紙、ホームペ

ージ、SNS等を活用した情報提供に努めていく。 
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３．山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画２０２０からの変更点 

○「共通視点」には孤独・孤立対策をはじめとした取組みによって「人と人とがつなが

り誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり」を目指すことを追加する。 

○基本目標２は「住民一人一人の生活を支える仕組みづくり」は「一人ひとりの生活を

支える取組みの推進」とし、災害関連は本目標に設定する。 

○実施項目の変更点 

（１）実施項目を整理したもの 

現実施項目８「相談体制の充実」、現実施項目１１「高齢者福祉、児童 

 福祉、障がい者福祉等の充実促進」、現実施項目１６「地域福祉に関する 

調査・研究」は事業を他の実施項目に移管し、実施項目としない。 

（２）項目名を変更したもの 

現実施項目３「民生委員・児童委員活動への支援」は「地域の担い手 

 の確保と育成・支援」とし、項目で扱う幅を広げた。 

現実施項目５「社会福祉福祉法人との連携強化」は「多様な関係者との連携強化」

とし、項目の場を広げ、種別団体との協働や社会福祉関係団体の事務受託、民間企

業との連携等を入れ込んでいる。 

（３）新規項目として追加したもの 

現実施項目１４として「県内関係団体の基盤の強化」を基本項目４「地 

域福祉推進のための基盤づくり」に新設し、小規模団体等の支援や各種助 

成金の情報提供等を入れ込んだ。 
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【実施項目の変更点】 

2020実施項目  2025実施項目 

１．市町村社協の地域福祉推進のための支援  １．市町村社協が取り組む地域福祉の推進への支

援 

２．住民同士の「つながり」を高めるボラン

ティア・市民活動の振興 

 ２．住民同士の「つながり」を高めるボランティ

ア・市民活動の振興 

３．民生委員・児童委員活動の支援  ３．地域福祉活動の担い手の養成・支援 

４．災害時福祉支援活動と避難者支援活動の

推進 

 「実施項目７」に変更 

５．社会福祉法人との連携強化  ４．多様な関係者との連携強化 

６．地域の中でお互いがつながるための場づ

くりや仕組みづくりの推進 

 ５．地域の中でお互いがつながるための場づくり

や仕組みづくりの推進 

７．地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習

（福祉共育）の推進 

 ６．地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習（福

祉共育）による福祉の心の醸成 

８．相談体制の充実  ※実施項目１．３．１５で記述 

 

 

 ７．災害時福祉支援活動と被災者支援活動の推進

９．権利擁護活動の推進  ８．権利擁護活動の推進 

10．生活福祉資金貸付等住民の自立支援に向けた

制度の推進と自立支援機関等の連携 

 ９．生活福祉資金貸付等住民の自立支援に向けた制度の

推進と自立支援機関等の連携 

11．高齢者福祉、児童福祉、障がい者福祉等

の充実促進 

 ※実施項目４．５．６．１４で記述 

12．福祉サービス従事者の確保と定着促進  10．福祉サービス従事者の確保と定着促進 

13．専門性の高い福祉サービス従事者の育成  11．専門性の高い福祉サービス従事者の育成 

14．利用者の立場に立った福祉サービス提供

への支援 

 12．利用者の立場に立った福祉サービス提供への

支援 

15．社会福祉制度の充実に向けた政策提言

（ソーシャルアクションの推進） 

 13．社会福祉制度の充実に向けた政策提言 

16．地域福祉に関する調査・研究  ※実施項目１３で記述 

  14．県内関係団体の基盤の強化（新設） 

17．本会の組織体制の充実・強化  15．本会の組織体制の充実・強化 
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山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画2025の概要 

 
 
 
１．計画の趣旨 
本会では、地域住民をはじめ、市町村社会福祉協議会や民生委員・児童委員、行政機

関、福祉関係団体、ボランティア・NPO、企業等と連携しながら、本会が取り組む地域福

祉活動の具体的な推進を図るための「山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 2025」

を策定しました。 
 
 

２．計画の期間 
 本計画の期間は、令和7年度（2025 年度）から令和11年度（2030 年度）までの5か

年間とします。 
 
 
３．計画の構成 
 本計画は、「基本理念」、「共通視点」、「基本目標」、「実施項目」の構成とし、実施項目

に基づき、年度ごとの事業を計画します。 
 
 
４．計画の進行管理 
 本計画を着実に推進するため、年度毎の目標の達成状況を確認し、次年度に向け進行

状況を検証・評価し、各年度の事業計画に反映させます。 
また、社会情勢や地域福祉に関する動向を常に把握し、計画の中間年度にあたる令和

９年度には、関係団体等の意見を取り入れながら、中間見直しを行います。 
最終年度である令和11年度には実施状況の総括を行い、次期計画を策定します。 
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山形県社会福祉協議会 地域 福祉活動計画2025 ／ 体系図

基本理念 住民が主体となり 誰も が心豊かに暮らせる 地域福祉の確立

共通視点
●住民一人ひとりが地域の課題を「我が事」として捉え、誰もが支え、支え られる地域づくり（住民の主体的な地域福祉への参加促進、地域のつながりの再構築）

●住民のあらゆる生活課題を、分野を超えて「丸ごと」受け止める仕組みづ くり（住民・多機関の連携・協働による「制度の狭間」を含めた課題の解決）

●人と人とがつながり誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり （孤独・孤立対策、認知症対策、ひきこもり対策、ヤングケアラーなどの支援）

山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画2025
関係するSDGsの目標

◆基本⽬標１
地域で⽀え合う「つながり」の構築

◆基本⽬標２
⼀⼈ひとりの⽣活を⽀える取組みの推進

◆基本⽬標３
福祉サービ スの充実と⼈材育成

◆基本⽬標４
地域福祉推進のための基盤づくり

実施項⽬13 社会 福祉制度の充実に向けた政策提⾔
実施項⽬14 県内 関係団体の基盤の強化
実施項⽬15 本会 の組織体制の充実・強化

～「地域共生社会」 の実現に向けて～

実施項⽬１市町村社協が取り組む地域福祉の推進への⽀援
実施項⽬２住⺠同⼠の「つながり」を⾼めるボランティア・市⺠活動の振興
実施項⽬３地域福祉活動の担い⼿の養成・⽀援
実施項⽬４多様な関係者との連携強化
実施項⽬５地域の中でお互いがつながるための場づくりや仕組みづくりの推進
実施項⽬６地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習(福祉共育)による福祉の⼼の醸成

実施項⽬７災害時福祉⽀援活動と被災者⽀援活動の推進
実施項⽬８権利擁護活動の推進
実施項⽬９⽣活福祉資⾦貸付等住⺠の⾃⽴⽀援に向けた制度の推進

と⾃⽴⽀援機関等との連携

実施項⽬10 福祉サービス 従事者の確保と定着促進

実施項⽬11 専⾨性の⾼い 福祉サービス従事者の育成

実施項⽬12 利⽤者の⽴場 に⽴った福祉サービス提供への⽀援
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山形県社会福祉協議会 地域 福祉活動計画2025 ／ 体系図

基本理念 住民が主体となり 誰も が心豊かに暮らせる 地域福祉の確立

共通視点
●住民一人ひとりが地域の課題を「我が事」として捉え、誰もが支え、支え られる地域づくり（住民の主体的な地域福祉への参加促進、地域のつながりの再構築）

●住民のあらゆる生活課題を、分野を超えて「丸ごと」受け止める仕組みづ くり（住民・多機関の連携・協働による「制度の狭間」を含めた課題の解決）

●人と人とがつながり誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり （孤独・孤立対策、認知症対策、ひきこもり対策、ヤングケアラーなどの支援）

山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画2025
関係するSDGsの目標

◆基本⽬標１
地域で⽀え合う「つながり」の構築

◆基本⽬標２
⼀⼈ひとりの⽣活を⽀える取組みの推進

◆基本⽬標３
福祉サービ スの充実と⼈材育成

◆基本⽬標４
地域福祉推進のための基盤づくり

実施項⽬13 社会 福祉制度の充実に向けた政策提⾔
実施項⽬14 県内 関係団体の基盤の強化
実施項⽬15 本会 の組織体制の充実・強化

～「地域共生社会」 の実現に向けて～

実施項⽬１市町村社協が取り組む地域福祉の推進への⽀援
実施項⽬２住⺠同⼠の「つながり」を⾼めるボランティア・市⺠活動の振興
実施項⽬３地域福祉活動の担い⼿の養成・⽀援
実施項⽬４多様な関係者との連携強化
実施項⽬５地域の中でお互いがつながるための場づくりや仕組みづくりの推進
実施項⽬６地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習(福祉共育)による福祉の⼼の醸成

実施項⽬７災害時福祉⽀援活動と被災者⽀援活動の推進
実施項⽬８権利擁護活動の推進
実施項⽬９⽣活福祉資⾦貸付等住⺠の⾃⽴⽀援に向けた制度の推進

と⾃⽴⽀援機関等との連携

実施項⽬10 福祉サービス 従事者の確保と定着促進

実施項⽬11 専⾨性の⾼い 福祉サービス従事者の育成

実施項⽬12 利⽤者の⽴場 に⽴った福祉サービス提供への⽀援
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基本理念・共通視点・基本目標・実施項目 

 

１．基本理念 

 住民一人ひとりが地域で安心して暮らすことができるよう、地域住民をはじめ、市町

村社協や民生委員・児童委員、行政機関、福祉関係団体、ボランティア・NPO、企業等が

ともに支え合い、つながりを持ちながら、地域の福祉力を高めていくための住民主体の

地域福祉活動の活性化を目指して、次の基本理念を掲げます。 

 

基本理念 住民が主体となり 誰もが心豊かに暮らせる 地域福祉の確立 

 

 

２．共通視点 

 全ての事業を実施するにあたっての視点として、次の共通視点を掲げます。 

共通視点 「地域共生社会」の実現にむけて 

○住民一人ひとりが地域の課題を「我が事」として捉え、誰もが支え、支えられる地

域づくり（住民の主体的な地域福祉への参加促進、地域のつながりの再構築） 

 

○住民のあらゆる生活課題を、分野を超えて「丸ごと」受け止める仕組みづくり 

（住民・多機関の連携・協働による「制度の狭間」を含めた課題の解決） 

 

○人と人とがつながり誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり（孤独・孤

立対策、認知症対策、ひきこもり対策、ヤングケアラーなどの支援） 

 

 

３．基本目標 

 基本理念を実現するため4つの基本目標を定めます。 

基本目標１ 地域で支え合う「つながり」の構築 

 住民の福祉活動への参加を進め、住民や地域自治組織をはじめ市町村社協や民生委

員・児童委員、行政機関、福祉関係団体、ボランティア・NPO、企業等の協働により、

誰もが安心して生活できる地域づくりを進めます。 
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基本目標２ 一人ひとりの生活を支える取組みの推進 

 住み慣れた地域の中で、誰もが充実した（自立した）生活を送ることができるよう、

住民一人ひとりの権利を尊重し、その生活を支える仕組みづくり（自立支援）を進め

ます。 

 

基本目標３ 福祉サービスの充実と人材育成 

 良質な福祉サービスが提供されるための体制整備とともに、福祉サービス従事者の

育成と確保を進めます。 

 

基本目標４ 地域福祉推進のための基盤づくり 

 地域福祉を担うさまざまな関係機関・団体と連携し、社会福祉に関する啓発活動や

必要に応じた意見提言に取り組み、また本会の体制の充実・強化を図りながら地域福

祉推進に向けた基盤づくりを進めます。 

 

 

４．実施項目 

 具体的な取組みとしての実施項目（全15項目）を定めます。 

実施項目１ 市町村社協が取り組む地域福祉の推進への支援 

基本目標

１ 

実施項目２ 住民同士の「つながり」を高めるボランティア・市民活動の振興 

実施項目３ 地域福祉活動の担い手の養成・支援 

実施項目４ 多様な関係者との連携強化 

実施項目５ 
地域の中でお互いがつながるための場づくりや仕組みづくりの

推進 

実施項目６ 
地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習(福祉共育)による福祉の

心の醸成 

実施項目７ 災害時福祉支援活動と被災者支援活動の推進 

基本目標

２ 
実施項目８ 権利擁護活動の推進 

実施項目９ 
生活福祉資金貸付等住民の自立支援に向けた制度の推進と自立

支援機関等との連携 
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実施項目10 福祉サービス従事者の確保と定着促進 

基本目標

３ 実施項目11 専門性の高い福祉サービス従事者の育成 

実施項目12 利用者の立場に立った福祉サービス提供への支援 

実施項目13 社会福祉制度の充実に向けた政策提言 

基本目標

４ 
実施項目14 県内関係団体の基盤の強化 

実施項目15 本会の組織体制の充実・強化 

 

※各項目の関係 

 

 
基 本 理 念 

 

 
共 通 視 点 

 基本目標（4の目標） 

  
実施項目（15項目） 

 

 

年度ごとの事業計画へ反映 
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 市町村社協が取り組む地域福祉の推進への支援 

 1-1

 

 地域共生社会の推進に取り組む市町村社協が、地域福祉の主体となって円滑に活

動展開できるよう総合的に支援を行うとともに、市町村社協との連携・協働をさら

に進め、地域福祉の推進を図る。 

 また、地域福祉推進の担い手となる市町村社協役職員の資質向上のための支援を

行う。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・生活困窮や孤独・孤立などの問題が深刻かつ重複化するなか、地域共生社会の実現

に向けて、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりや、身近な

地域における総合的な相談体制づくりが一層重要となっている。それらの役割を担

う市町村社協への期待は大きく、職員の資質向上が求められている。 

・地域福祉の推進に向け、市町村社協が中心となって策定する「地域福祉活動計画」

の策定状況は、令和 7年 4月 1日時点では 35 市町村中 24 市町村である。 

・各研修会や会議等を開催し、市町村社協における日ごろの実践事例を通じて、地域

福祉・社協をめぐる現状と課題について共通理解を深めている。 

・最新の動向を踏まえたテーマをもとに市町村社協の担当者の資質向上に向け取り組

んできた。業務内容の多様化や法令改正に伴い、職員にはさらなる資質向上が求め

られている。 

・市町村社協が実施する事業の実情や課題を把握するために「市町村社協ヒアリング」

を実施（3年で 35 市町村社協を巡回）している。また、市町村社協が実施する研修

（学区・地区社協研修、福祉協力員研修、サロン研修等）へ講師派遣を行っている。 

・地域福祉活動の担い手や地域の社会資源等、各市町村ごとの差異が大きくなってき

ている。また、県内の市町村社協は、職員数が数百人を超える法人もあれば、数人

の法人もあり、実施する事業の数も異なっている。そのため、各市町村社協がそれ

ぞれの地域性を踏まえて各々の実情に応じた事業を展開・継続していけるよう、個

別的な支援が求められている。 

・介護保険サービス事業を実施する市町村社協では、財政や人材確保など様々な課題

を抱えており、事業改善が必要となっている。そのため、相互に現状の課題や取組

みの共有を行う機会として令和 7年度に「介護保険サービス事業に関する情報交換

会」を開催した。市町村社協では様々な事業を実施しているが、事業ごとに抱えて

いる課題も異なるため、必要に応じて事業ごとの情報交換会等を開催し、実情や課

題、今後の方向性など、より深堀りした内容で情報共有することが求められている。 

 

◎ 目指す方向性 

・市町村社協における「地域福祉活動計画」の策定（見直しを含む）を推進するとと

実施項目 

１ 
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新規

参画

もに、今後策定予定の市町村社協への個別訪問、情報提供等による支援を行う。 

・全社協や県等と連携しながら常に地域福祉を取り巻く状況を把握し、市町村社協と

現状と課題を共有するとともに、全国に広がる社協ネットワークを積極的に活用し、

実践事例等をもとに地域福祉推進に向けた各種事業を展開する。また、市町村社協

が取り組む重層的支援体制の構築に向けて情報提供等による支援を行う。 

・新任職員研修等に加え、新たな課題に対する分野別の研修・会議を通じ、市町村社

協の役職員の資質向上に向けた取組みを支援する。 

・市町村行政や社協、NPO・ボランティア等と協働しながら「地域共生社会の実現」に

向けた地域福祉の推進・活性化を図るとともに、関係機関が集まり地域課題を検証

する「地域共生社会推進会議」等を開催し、地域内の課題解決力の強化を目指す。 

・幅広い関係者の連携・協働のもとオール山形で孤独・孤立対策の推進を図るために

設立された「やまがたつながり支えあいネットワーク（山形県孤独・孤立対策官民

連携プラットフォーム）」に令和 7 年度から参画し、業種や分野を超えた連携の場

での課題把握や情報収集を行い、本会の事業に反映していく。 

・「市町村社協ヒアリング」の実施や「市町村社協基礎調査」等を通じて、県内市町村

社協が取組む各種事業の状況や運営上の課題等の把握、共有に努める。 

・各市町村社協の特性や地域の実情に合わせた個別的な支援を強化するともに、必要

に応じて、複数の市町村社協が市町村域を越えて連携することができるよう、市町

村社協間の相互連携を支援する。 

・「各事業別担当者情報交換会」を開催し、各市町村社協の実態等の情報共有や協議

の場をつくり、市町村社協の課題解決への支援の強化を図っていく。 

・本会機関紙やホームページ、SNS・メーリングリスト等の情報発信ツールを活用し

ながら、本会・市町村社協の各種取組みを発信するとともに、社協職員や福祉関係

機関との情報交換、交流を図る。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

市町村「地域福祉活動計画」策定への支

援（計画の見直しを含む） 

①地域福祉活動計画の策定支援 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

会費収入等

 

市町村社協役職員の資質向上のための

支援 

①地域福祉・ボランティア担当者会議

②総務担当者会議 

③新任職員研修・分野別研修等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
会費収入等

参加費収入

地域共生社会の実現に向けた地域福祉

の推進 

①地域共生社会推進会議等の開催 

②山形県孤独・孤立対策官民連携プラ

ットフォームへの参画 

   

 

 

 

 

 

 

会費収入等

計画策定にかかわる個別訪問、情報提供等 

継続

継続
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市町村社協の各種課題への個別支援の強化

①地域福祉関連事業ヒアリング 

②市町村社協基礎調査（2年ごと） 

③市町村社協の相互連携支援 

④各事業別担当者情報交換会 

⑤その他個別課題への支援（相談支援、

講師対応、情報提供等） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等

 

市町村の実情や課題の把握等 

継続
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住民同士の「つながり」を高めるボランティア・市民活動

の振興 

 1-2

 

 今日の多様化、複雑化する生活課題に対応するため、地域の様々な関係機関・団体と

の協働のもと、地域住民のボランティア意識の向上とボランティア・市民活動の活性化

を図る。 

また、ボランティア・市民活動を通じて社会参加を促進するとともに、住民同士の

「つながり」の構築を進める。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・市町村社協ボランティアセンターには、地域の生活課題に対して、地域住民が支え合う

関係やつながりの再構築を基盤にして多様な主体が協働して解決を目指す仕組みづく

りが求められている。 

・福祉のまちづくりを進めていく上では、ボランティアの活動推進者を始めとした担い

手の養成や多者協働の場づくりが必要となる。これまでは圏域を対象に、ボランティア

ネットワーク会議（通称「山形つながりあったかいぎ」令和６年ボランティア運営委員

会で通称を設定）等で、地域に根差したプラットフォーム（多者協働の場）の構築を目

指す働きかけを行ってきた。さらに多機関での連携を進めるための活動の広がりが必

要となる。 

・県内4地区に組織される「ボランティアの輪連絡会議」への支援（ゆうゆうすくらむ促

進事業）や「広域連携推進事業」を通して、市町村社協を中心としたボランティア団体

の交流および活性化を促進してきた。 

・メーリングリストを通じて除雪ボランティアにかかわる各市町村社協同士の情報発信

を行っている。また、民間企業による社会貢献活動が広がりを見せており、除雪ボラン

ティアを始めとする民間企業と社会福祉関係団体・事業所とのつながりを支援してい

く必要がある。 

・県内のボランティアに関する情報を発信するため、新規のＳＮＳの運用を始めた。ＳＮ

Ｓを通じた各関係機関とのつながり及び情報収集のための取組みを進める。 

 

 

◎ 目指す方向性 

・市町村社協や多様な関係機関・団体とのつながりを通じて、ボランティア・市民活動に

かかわる現状と課題を共有する。 

・担当者会議の開催や講師派遣等、市町村社協ボランティアセンターへの支援を行う。 

・プラットフォーム（多者協働の場）づくりのため、県や市町村社協、市町村、関係団体、

実施項目 

２ 
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福祉施設、学校等のボランティア担当者の連携を図る。 

・ボランティア活動の広域連携を推進するため、県内 4 地区に組織される「ボランティ

アの輪連絡会議」に対し活動費の助成を行う「ゆうゆうすくらむ促進事業」を行ってき

たが、連絡会議に参画するボランティア団体の高齢化等により参加者が減少傾向にあ

るため、現状や課題等を整理し、令和 8 年度以降の事業の継続方法について検討を行

っていく。 

・ボランティアの関心を高め、活動を広げていくために本会機関紙およびＳＮＳ等活用

を通してボランティア・市民活動の振興に向けた情報の周知を図る。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

市民活動・NPO等との協働によるボランテ

ィアの推進 

① 県ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・市民活動振興ｾﾝﾀｰの運営 

②ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱネットワーク会議（山形つなが

りあったかいぎ）の開催 

③ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱに関する地域の活動事例の 

紹介 

④住民参加型在宅福祉サービス連絡会と

の連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

補助金 

市町村社協ボランティアセンターへの支援 

①地域福祉・ボランティア担当者会議 

②市町村社協ボランティアセンターへの

支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

補助金 

ボランティア活動の広域連携の支援 

①ゆうゆうすくらむ促進事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

 

②除雪ボランティアの推進      

 

ボランティア活動の推進・人材育成 

プラットフォーム（多者協働の場）の仕組みづくり 

  ボランティアコーディネート力の強化 

継続

継続

市民活動・NPOとの連携 

継続

ボランティアに関する情報収集・発信 

継続 検討

市町村社協VCへの支援 

（相談、情報提供、講師派遣等） 
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 地域福祉活動の担い手の養成・支援 

 1-3

 

地域共生社会として、地域住民一人ひとりが役割を持ち共に支え合う仕組みの構築

につながるよう民生委員・児童委員や NPO などの活動者等、地域福祉活動の担い手と

なる方々の養成と支援を行い、地域福祉の推進を図る。 

また、担い手が住民ニーズを的確に受け止め、必要な支援活動につなげていくために

必要な相談スキルの向上を支援し、地域内の相談支援の基盤づくりを進める。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・地域住民が共に支え合う地域共生社会を目指すためには、地域住民が地域福祉活動の

担い手となることが重要であり、住民に寄り添った立場での支援活動を展開していく

ことが期待されている。しかし、少子高齢化を伴う人口減少の進行や地域のつながりの

希薄化など社会情勢の変化により、その担い手を確保していくことが難しい現状があ

り、地域共生社会を推進する上で大きな課題となっている。 

・市町村社協においては、地域福祉活動の担い手を養成するための講座や住民座談会、福

祉に関する啓発セミナー等を実施しており、本会も講師やアドバイザーとして職員の

派遣を行う等の支援を行ってきた。また、近年ではボランティア等の活動団体が共に活

動する仲間を募集するため担い手養成講座や交流会を自ら実施する等の動きも見られ

るようになっており、本会職員の派遣先も広がりつつある。 

・地域福祉活動の重要な担い手となる民生委員・児童委員においても、就任時の年齢が高

くなってきていることもあり、地域における民生委員・児童委員の在任期間が短期間化

している状況にある。令和 7 年 12 月に行われる民生委員・児童委員の一斉改選では、

多くの退任者が出ることが予想される。また、定数は 2,936 人に対し、現員 2,815 人

（令和7年3月31日現在）という状況で、民生委員・児童委員の成り手不足が問題と

なっている。 

・本会では、民生委員・児童委員の定着及び質の向上を目指し、県民児協との協働により

様々な階層別研修の企画運営を行い、民生委員・児童委員活動への支援を行っている。

また、地域での民生委員・児童委員活動の理解促進を深めるために広報啓発を行ってい

る。 

・県民児協が県知事との懇談会や各種関係機関との懇談会等の実施により、県行政と民

生委員・児童委員の情報交換や地域課題の共有を積極的に行えるよう支援している。 

・地域福祉活動の担い手が住民ニーズを的確に受け止め、必要な支援活動に結び付ける

ため、研修会等を開催し、相談スキルの向上を支援している。 

・生活困窮や社会的孤立の問題が深刻となり、将来に対する不安感を抱えた方が増加し

ている中で、市町村社協は、住民の様々な相談（困りごと）を受け止める場として、従

来から心配ごと相談所を開設しており、社会情勢や住民ニーズの変化とともに、その形

を総合相談センターとする等、相談体制を整えている。 

 

実施項目 

３ 
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◎ 目指す方向性 

・市町村社協や活動団体が実施する地域福祉活動の担い手を養成するための講座や住民

座談会等に本会の職員の派遣を行い、地域住民が地域福祉活動の担い手となることの

意義や重要性を伝えるとともに、県内の様々な活動等について情報提供を行い、担い手

を確保・養成する取組みや担い手の交流を促進する取組みを支援する。 

・県民児協の事務受託を通じて、民生委員・児童委員活動にかかわる現状と課題を共有 

し、住民が抱える生活課題等の把握に努める。 

・民生委員・児童委員との協働による地域福祉を推進するため、県民児協及び市町村民児

協との連携強化を図る。 

・全社協が実施する互助共励事業を活用し、死亡弔意・傷病見舞・災害見舞・退任慰労等

の給付や活動助成等を行い、民生委員・児童委員活動を支援する。 

・相談援助技術に関する研修会の開催や研修会への講師派遣等を通じて、市町村社協の

相談員や民生委員・児童委員等、地域福祉の担い手の相談スキルの向上を図る。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

地域福祉活動の担い手の養成・支援 

     

会費収入等 

県民児協との連携による民生委員・児童

委員活動への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務委託費 

参加費収入 

全社協助成金 

相談スキルの向上 

①相談員スキルアップ研修会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

全社協助成 

 

民生委員活動への支援 

継続

一斉

改選

一斉

改選

継続

継続
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 多様な関係者との連携強化 

 1-4

 

 山形県社会福祉法人経営者協議会（以下「県経営協」という。）をはじめとする社会

福祉法人や各種社会福祉団体と現状や課題等の情報共有を図り、連携や協働を促進し

ていくための体制整備を進め、ネットワークの強化を推進する。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・平成28年 3月 31日、社会福祉法等の一部を改正する法律が成立し、「公益性・非営利

性を確保する観点から制度を見直し、国民に対する説明責任を果たし、地域社会に貢献

する法人のあり方を徹底する」ことを目的に、社会福祉法人制度改革が行われ、各社会

福祉法人が「地域における公益的な取組」を行うことが法的責務とされた。 

・各市町村においては、市町村社協と管内の社会福祉法人が協働して地域生活課題の解

決に向けた効果的な法人連携のための基盤づくりを図るため、社協を中心に管内の法

人連携の取組みが進められており、令和6年 2月現在、17 市町村社協に社会福祉法人

連絡会が設置されている。しかし、コロナ禍により数年間休止状況が続いてしまい、再

開する上で、どのような取組みを実施していくか改めて検討する連絡会も出ている。 

・最上地区の大蔵村、鮭川村、戸沢村の三村にある6か所の社会福祉法人では、広域で連

携して「地域における公益的な取組」を実施するものとし、「最上三村社会福祉法人連

絡会」を令和 6 年 2 月に設立した。三村ともに人口減少や高齢化が進み、以前よりも

地縁が弱まってきている実態がある中で、定期的な情報交換の場を設けて生活課題を

共有し、解決に向けた取組みを実践することを目指している。 

・様々な種別協議会・団体が主体的に取組んでいる地域福祉活動や、各種イベント・セミ

ナー・研修会等に参画しながら、高齢者福祉・児童福祉・障がい者福祉の充実に向けて

課題を共有している。山形県社会就労センター協議会では、利用者の工賃向上と授産製

品の販路拡大のための「商品開発研修会」、「ふれあいマーケット」等に取組んでおり、

これらの事業に本会としても協力している。 

・本会が事務受託を行っている福祉関係団体は、令和 7 年度現在では 3 団体となってい

る。引き続き、各団体の自主性をがら、事務受託団体の自立に向けた支援を行っていく。 

・SDGs（持続可能な開発目標）が注目される中、民間企業による社会貢献活動が広がりを

見せており、本会が民間企業と社会福祉関係団体・事業所とのつながりを支援していく

必要がある。 

 

◎ 目指す方向性 

・県経営協と連携・協働し、「地域における公益的な取組」について現状と課題、成果を

共有し、社会福祉法人の一層の取組み推進を図る。 

・県内の社会福祉法人がそれぞれの地域に合った「地域における公益的な取組」を推進で

実施項目 

４ 
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きるよう、県内の取組みの活動状況や課題等の情報を収集し提供する等、社会福祉法人

連絡会議への支援を行っていく。 

・本会機関紙等を活用し、社会福祉法人の「地域における公益的な取組」の意義や事例等

を発信し、活性化を促す。 

・福祉関係団体の事務受託や種別協議会・団体との協働を通じて、高齢者・児童・障がい

者等の各種別分野にかかわる現状と課題を共有しながら、必要な支援を行っていく。 

・種別協議会・団体と連携し、住民の孤独・孤立対策をはじめ、高齢者福祉・児童福祉・

障がい者福祉の充実促進を図る。 

・山形県社会就労センター協議会、山形県共同受注センターが取り組む障がい者の工賃

向上の取り組みについて、引き続き本会としても協力していく。 

・民間企業の社会貢献活動の普及・拡大のため、県内の社会福祉団体についての情報提供

や希望に沿った寄付先の紹介及びコーディネート等、民間企業と社会福祉関係団体と

を繋ぐ役割を果たす。また、本会の機関紙「たすけあい」やホームページで民間企業に

よる社会貢献活動を紹介する等、寄付文化の醸成に努める。 

・寄付先のコーディネートの他、企業を地域の一員として考え、連携のあり方を考える。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

社会福祉法人の「地域における公益的な

取組」の促進 

①地域における公益的な取組への支援 

県経営協と連携・協働し、地域におけ

る公益的な取組の事例等の情報収集・

提供を行うとともに、市町村社協が主

体となる社会福祉法人連絡会議に対し

ても情報提供等の支援を行う。 

   

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

②市町村社協法人連携事業情報交換会 

連絡会等が効果的に運営されるよう情

報交換会を開催し、各地域での活動状

況や課題等の共有を図る。 

③社会福祉連携推進法人制度に関する 
情報収集と提供 

     

会費収入等 

 

社会福祉関係団体との連携 

①種別協議会・団体・共同受注センター等

との協働 

②社会福祉関係団体の事務受託 

     

会費収入等 

民間企業による社会貢献活動への支援 

①寄付先の紹介やコーディネート等の 
支援 

②企業との連携のあり方検討 

     

会費収入等 

 

 

県経営協を通じた情報収集・提供 

社会福祉法人連絡会への支援 

継続

継続

新規

継続 状況にあわせて開催する 

情報収集 
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地域の中でお互いがつながるための場づくりや仕組み 

づくりの推進 

 1-5

 

社会との関わり及び人と人とのつながりを実感できるような居場所づくり、仕組み

づくりを推進し、地域の「つながり」の再構築を図るとともに、様々な地域福祉活動に

参加を促すことで地域住民の社会参加を推進する。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・近年、虐待やＤＶ、子どもの貧困、障がい者の社会参加、ひきこもり、自殺や孤立死、

ゴミ屋敷問題、老々介護、消費者被害、ヤングケアラー等、社会的孤立により生じる

様々な生活課題が深刻化しており、地域福祉活動の基盤となる住民同士のつながりを

再構築していくことが求められている。 

・住民の孤立防止、社会参加、交流を目的とする“地域住民によるつどいの場づくり”と

して、全社協が平成6年に提唱した「ふれあい・いきいきサロン活動」は、山形県内で

も広がりを見せ、令和 5 年 4 月には 1,434 か所となっている。ひきこもり状態にある

人とその家族に寄り添い、相談を受け止め、社会とのつながりを回復するための相談体

制の構築や、少子高齢化、人口減少が進行する中、地域コミュニティの弱体化が懸念さ

れており、地域課題解決に取り組む仕組みを整備することが急務となっている。 

・令和5年4月にこども家庭庁が発足し、「こどもまんなか社会」の実現に向けてこども

政策が推進される中で、子どもを取り巻く課題は複雑化しており、誰一人取り残されな

い社会の実現のため、子どもを地域で支える「こどもの居場所づくり」が広がりを見せ、

県内では令和7年3月現在で94か所のこどもの居場所が立ち上がっている。こどもの

居場所づくりの中でも、経済的な理由により食事の支度が不安定な家庭や、ひとり親に

より孤食に陥りがちな家庭の子どもたちに対して、ボランティア等が中心となって、無

料または低価格で栄養のある食事や温かな団らんを提供する「こども食堂」は、参加者

を子どもだけに限定しない「地域食堂」として全国的に進められており、県内でもその

数は年々増加している。 

・本会では、令和元年度からは「こどもの居場所づくりサポートセンター」を運営し、こ

ども食堂や学習支援といったこどもの居場所づくりの取組みを推進するための研修等

事業や居場所づくりを行う実践団体相互のネットワーク形成を目的とした会議を運営

しながら県内の居場所づくりの取組みを一層強めている。 

・高齢者の健康・生きがいづくりの一環として、平成16年度から本会では、「山形県健康

福祉祭」の開催、「全国健康福祉祭（ねんりんピック）」への選手派遣を実施し、高齢者

の積極的な社会参加や仲間と交流する場としての環境づくりを推進している。 

 

 

 

 

実施項目 

５ 
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◎ 目指す方向性 

・市町村社協や関係団体が取り組む居場所づくり等の事業を通じて、社会的孤立により

生じる様々な生活課題を把握・共有する。 

・市町村社協や関係団体が行ってきた実践事例等を活用し、いきいきサロンや地域食堂

等の居場所づくり活動の推進を図る。 

・地域課題の解決のため、市町村社協や学区地区社協などの地区組織と関係団体の連携

を支援する。 

・こどもの居場所づくりサポートセンター事業を通じ、こどもの居場所づくり実施団体

等の相談対応や情報提供等の支援をはじめ、企業と連携した食材等の提供体制のコー

ディネート機能等を強める。 

・地域の中での孤独・孤立等様々な課題を抱える住民が、社会との関わり及び人と人との

「つながり」を実感できるような居場所等、新たな居場所づくりについて、市町村社協

や関係団体とともに検討していく。 

・「山形県健康福祉祭」の開催、「全国健康福祉祭（ねんりんピック）」への選手派遣にあ

たり、各種目・競技団体、美術展にかかわる関係団体との連携を図り、高齢者の健康・

生きがいづくり、仲間づくりを推進しながら積極的な社会参加の促進を図る。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

居場所づくりの推進 

①ふれあいいきいきサロンの支援 

②こどもの居場所づくりサポートセン 

ターの運営 

③居場所づくり実践団体への支援 

（新たな居場所の創出への支援を含む）

 

 

 

     

会費収入等 

委託費 

 

会費収入等 

 

 

高齢者の社会参加の促進 

①山形県健康福祉祭の実施 

 

 
 

②全国健康福祉祭への選手派遣 

 

 

 

    

補助金 

 

 

継続

厚生労働省で  
実施について検討 

継続

継続

継続

継続 未定 実施 未定 

実施方法に

ついて検討
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地域ぐるみで進める福祉教育・福祉学習（福祉共育） 

による福祉の心の醸成 

 1-6

 

 あらゆる年代の人が、それぞれのライフステージ（人生）と日常の生活の場（家庭や

学校・職場、地域等）において「福祉の心」を育むことができるよう、地域ぐるみで進

める福祉共育（※）を推進し、住民の課題意識の醸成を図る。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・住民主体による福祉活動を進めるにあたり、あらゆる年代の人がそれぞれのライフス

テージに応じた福祉の心を育む機会を得ることが求められており、福祉分野、教育分野

においては、各種講座やボランティア活動、体験活動等の取組みや、総合的な学習の時

間や学校行事等を通した次世代を担う子どもたちの豊かな人間性を育むための取組み

等、地域ぐるみによる福祉教育・福祉学習等が進められている。 

・本会では、このような市町村社協や多様な関係機関・団体が取り組む福祉教育・福祉学

習等を「福祉共育（ともいく）」として捉えている。平成28年 3月に策定された「やま

がた福祉共育推進計画」を見直し、令和 8 年 3 月に「第 3 次やまがた福祉共育推進計

画」を作成し、地域ぐるみで進める福祉共育の活性化やプラットフォームの実現に向け

た取組みを推進している。 

・福祉共育の推進のため、市町村社協や学校、社会福祉施設等に対して、福祉教材の貸出

しや講師派遣等を行っている。 

・県内の「全国福祉教育推進員研修」の修了者は令和7年3月時点で18名である。協働

実践のできるプラットフォームの具体化のために、推進員の養成と広がりに向けた取

組みを目指していく必要がある。 

・「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例に関する法律」

に基づき、義務教育教員志願者の社会福祉施設での介護等体験事業を実施している。

（令和6年度の体験学生数は276名） 

・県では、平成28年に「山形県障がいのある人もない人も共に生きる社会づくり条

例」を施行した。障がいを理由とする差別の解消に向けて全ての県民が一体となって

取り組んでいくことを目指しており、現在では県内すべての市町村で差別の解消に向

けた条例が制定されている。令和3年に障害者差別解消法が改正され、事業者による

障がいのある人に対する「合理的配慮の提供」が令和6年4月より義務化されること

となった。その他、それぞれの各分野において、住民の意識啓発を図りながら、差別

の解消や虐待の防止等の取組みが進められている 

 

◎ 目指す方向性 

・市町村社協や多様な関係機関・団体とのつながりを通じて、福祉教育・福祉学習（福祉

共育）にかかわる現状と課題を共有する。 

実施項目 

６ 
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移行

新規

・市町村社協や障がい者、関係団体等と連携し、福祉教育・福祉学習（福祉共育）の推進

を図るとともに、協働実践を行うための具体的なプラットフォームの構築を目指す。 

・福祉教育教材の貸出しや講師派遣等を通じて、県内小・中・高等学校等の福祉教育を支

援する。 

・義務教育教員志願者の社会福祉施設での介護等体験事業を実施する。 

・本会機関紙やホームページを活用し、福祉教育・福祉学習（福祉共育）の推進に向けた

現状と課題、各種取組み等を発信し、福祉の心の醸成を図る。 

・地域共生社会の実現に向けて、県民に福祉への理解を深めてもらうため、様々な団体の

会合等に職員を講師として派遣する「福祉出前講座」を実施し、県民への啓発及び意識

醸成を図る。 

・差別や虐待等の社会問題の解決に向け、種別協議会・団体と協働しながら、住民への広

報等を通じた住民の意識啓発を図っていく。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

地域ぐるみで進める福祉教育（福祉共育）

の実践 

①やまがた福祉共育推進計画の推進と

「第３次やまがた福祉共育推進計画」

の策定 

②福祉教育教材の貸出しや講師派遣によ

る福祉教育・福祉学習の推進 

③福祉共育推進セミナーの開催 

④福祉共育プラットフォーム構築に向け

た検討会の実施 

⑤福祉共育プラットフォームの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

補助金 

 

 

 

会費収入等 

会費収入等 

会費収入等 

 

 会費収入等 

⑥福祉出前講座の実施 
     

会費収入等 

⑦義務教育教員志願者の社会福祉施設で

の介護等体験事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担金収入 

「ともに生きる」地域づくりに向けた取

組み 

①差別や虐待等の社会問題に対する意識醸成

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

 

 

 

 

 

 

計画

策定

継続

※「福祉共育」とは、福祉の心（地域社会で暮らす様々な支えを必要とする人々

を理解し、思いやりと尊重する心を持つこと等）の醸成を図り、共に支え合い

ながら、地域の福祉力を育み、高めていく取組みです。 

継続

新計画による推進 

随時、受入調整システムの見直し 

継続

継続

継続

継続

継続
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 災害時福祉支援活動と被災者支援活動の推進 

 2-7

 

 今日県内外で頻発する災害に対し、被災者支援活動を展開するため、市町村社協を中

心とする「災害ボランティアセンター」のスムーズな設置・運営体制構築のための支援

を行う。また「東日本大震災」における県内避難者を含む被災者に対する相談・見守り

等の体制への支援を行う。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・近年全国的に大規模な自然災害が多発しており、被災した住民の生活を支援する「災害

ボランティアセンター」の役割が重要になっている。過去５年間を振り返ると、令和2

年 7 月豪雨（山形市、村山市、中山町、河北町、大江町、大石田町、大蔵村）、令和 4

年 8 月 3 日からの大雨（長井市、大江町、川西町、飯豊町）、令和 6 年 7 月 25 日から

の大雨及び9月20日からの大雨（鶴岡市、酒田市、村山市、最上町、鮭川村、戸沢村、

庄内町、遊佐町）において、災害ボランティアセンターの設置・運営等、市町村社協や

県災害ボランティア支援本部をはじめとする関係機関と連携を図りながら支援を行っ

た。また、「北海道・東北ブロック道県・指定都市社会福祉協議会災害時の相互支援に

関する協定」「山形県・市町村社協災害時相互支援に関する協定」に基づき、本会およ

び市町村社協の職員派遣を行い、県内外の災害ボランティアセンターの運営支援を行

っている。 

・令和6年7月25日からの大雨では北海道・東北ブロックの社会福祉協議会より応援職

員を県内で初めて受け入れ、継続した被災者支援活動を行った。 

・令和6年7月25日からの大雨において、酒田市および戸沢村では被災地域住民の生活

再建および復興支援のための「地域支え合いセンター」が設置された。本県では初の設

置となる地域支え合いセンターであり、本会としても令和 7 年度より、双方の現状や

課題等について情報共有を図るとともに、生活支援相談員を対象とした研修等を実施

している。今後とも継続的な支援を行う必要がある。 

・東日本大震災以降、NPO、行政、青年会議所や企業等様々な団体との災害時における連

携が図られ、本会でも令和 2 年度に青年会議所やライオンズクラブとの災害時相互支

援協定を締結する等連携が進められており、実際の災害等の発生の際には災害ボラン

ティアセンターの協働運営が円滑に行われている。 

・本会では市町村社協の災害ボランティアセンター設置や運営の参考となるよう、「市町

村社協向け災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル策定のための参考書」や

「新型コロナウイルス感染が懸念される状況における災害ボランティアセンターの設

置・運営等についての留意点」を作成した。また、市町村社協では災害ボランティアセ

ンター運営マニュアル策定や災害ボランティアセンター設置訓練が活発に進められて

いる。 

  

実施項目 

７ 
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・令和7年5月現在、東日本大震災による県内避難者数は1,146名を数える。本会では、

各自治体や市町村社協、避難者支援団体等の協力を得ながら、「避難者生活相談支援事

業（平成23年度～）」を実施し、県内避難者への情報提供や見守り活動等を行い、避難

生活の支援及び孤立防止を図っている。 

・大規模災害時における要配慮者の福祉、介護等のニーズ把握及び支援調整を行うため

に官民共同で構築を目指す「山形県災害福祉支援ネットワーク」に参画し、災害派遣福

祉チーム員の養成やネットワーク構築に向けた県の取組みを支援している。災害救助

法改正に伴い、災害派遣福祉チームの活動範囲が拡大されたことで、在宅・車中避難者

に対する支援等についても実施していく方向性が示された。登録者数の増加をはじめ、

災害福祉支援体制の更なる強化が課題となっている。 

・障がい者など避難行動要支援者に対しては個別避難計画の策定が市町村にもとめられ

ているが、その進捗状況に差が見受けられる。 

・災害対策基本法・災害救助法が令和７年７月に改正され、災害救助の種類に「福祉サー 

 ビスの提供」が追加された。 

 

◎ 目指す方向性 

・県災害ボランティアセンター運営研修会や市町村社協の災害ボランティアセンター運

営支援、設置運営訓練への協力等を通じて、発災時における市町村社協の速やかな住民

支援、災害時要支援者把握、外部からの受援力向上のための体制づくりを支援する。 

・令和7年度に各市町村社協に導入した災害VC運営支援システムについて、発災時に円

滑に活用できるよう整備を行い、県内における災害ボランティアセンター運営業務の

DX化を促進する。 

・県災害ボランティア支援本部をはじめとする関係機関の連携を強め、災害時支援活動

のネットワーク強化を図る。 

・「山形県・市町村社協災害時相互支援に関する協定」に基づき、災害時に備えた社協間

の相互支援ネットワークの形成を図る。 

・令和7年4月、全国12の県社会福祉協議会に設置されている「災害福祉支援センター

（社会福祉協議会・社会福祉施設が実施している災害支援を効果的に行い、被災者支援

を円滑にするための民間主導の常設型災害福祉専門機関）」の運営支援を図るための組

織として全国災害福祉支援センター準備室が全社協に開設された。平時・有事の災害福

祉支援体制強化の観点からその必要性を検討するため、全国災害福祉支援センター準

備室や既設置都道府県社協から情報を収集する。 

・東日本大震災の避難者支援団体や避難元自治体・社協等との連携を強化し、避難者支援

の取組みを展開するとともに、これまでの支援の成果を振り返り、今後必要とされる支

援について検討する。 

・災害ボランティア支援情報等の迅速な情報発信を行い、またメーリングリスト等の情

報発信ツールを活用し、避難者支援団体等との情報交換を図る。 

・安定した災害ボランティアセンターの運営と被災地への応援体制の確立のため、職員

派遣経費などの災害救助費の対象範囲の拡大を県や国に働きかけていく。 

・「地域支え合いセンター」としての機能の充実を図るため、酒田市と戸沢村の地域支え

合いセンターについて継続的な支援を行う。随時、双方が情報交換を行うことができる



― 31 ―

よう取組みを進めていくとともに、生活支援相談員の質の向上を目的とした研修の開

催や、県内市町村社協に対する地域支え合いセンターの理解の促進に努めていく。 

・災害派遣福祉チーム員の養成を推進し災害福祉支援体制の強化に努める。また、福祉専

門職チームとしての山形 DWAT について、発災時に更に実効性のある組織となるよう、

市町村行政職員や県内福祉施設職員からの認知度向上を目指す。 

・災害時における避難行動要支援者の個別避難計画の策定について、県防災関係課との

懇談等を通じながら県に働きかけるとともに、要支援者の個別避難計画を踏まえなが

ら、市町村社協と連携を深めていく。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

災害ボランティアセンターの運営とネッ

トワークの強化 

①災害ボランティアセンター運営研修会 

②災害VC運営支援システムの導入・運用

③社協間の相互支援ネットワークを活か

した運営体制の構築 

④市町村災害ボランティアセンターへの

支援（災害時の運営協力、マニュアル作

成支援、設置運営訓練への協力等） 

⑤災害福祉支援センターの設置検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

参加費収入 

「地域支え合いセンター」を運営する市町

村社協への支援 

     

会費収入等 

災害時福祉支援体制づくりへの参画 

①災害福祉支援ネットワーク協議会 

②山形県災害派遣福祉チーム員養成 

基礎研修 

③山形県災害派遣福祉チーム員養成 

スキルアップ研修 

 

 

    

委託費 

東日本大震災避難者への相談支援の展開 

①避難者生活相談支援事業 
     補助金 

 

多様な関係機関・団体との連携強化 

継続

災害時における災害ＶＣの運営及び支援 

協定に基づく社協間の相互支援 

参画

状況にあわせて事業を展開する 

実施 検討

検討

災害VC 運営支援システムの運用支援 

継続

継続



― 32 ―

 

 権利擁護活動の推進 

 2-8

 

 認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等判断能力が不十分な人でも、その人の

人権が尊重され、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう「日常生活自

立支援事業」に取り組むとともに、積極的に権利擁護活動の充実を図る。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・「日常生活自立支援事業」は利用件数が増加傾向で専門員の業務量の増大が課題となっ

ていたことから、持続可能な事業運営体制を図るため、令和 5 年 4 月に作成した「山

形県日常生活自立支援事業推進方針」に基づき、利用者の精査と事務負担の軽減を行

い、適切な運用となるよう整備を行った。 

・円滑な事務処理を図るため業務の改善を行うこととし、「山形県日常生活自立支援事業

推進マニュアル」及び利用援助契約書の改訂を行った。具体的には、定期報告を簡略化

するとともに本会のヒアリング訪問の頻度を増やし、事務負担の軽減と不正防止のチ

ェック体制の両立を図った。さらに、支援を継続する環境を整えるため、口座開設店以

外にも払い出し可能な店舗を指定できるよう金融機関と調整し、県内 3 つの金融機関

で可能となった。 

・「日常生活自立支援事業」の利用者の抱える問題が複雑多様化していることから、本事

業に携わる専門員や生活支援員の資質向上を目的とした研修会を行っている。 

・成年後見制度の活用を推進するため、令和６年度より法人後見実施団体養成研修を県

から受託している。 

・権利擁護に関する相談の多くは関係機関から寄せられるため、各種事業の理解促進の

ために「関係機関連絡会議」を開催しており、関係機関と連携し、支援を継続できるよ

う更なる理解促進を図る必要がある。 

・国での新たな動きがあり、身寄りのない高齢者への身元保証や死後事務が注目されて

いる。「新日自事業（仮称）」といった名称で厚生労働省が検討を始めている。 

 

 

◎ 目指す方向性 

・福祉、医療、法律、金融、行政等の関係機関・団体、専門機関との連携を強化し、総合

的な権利擁護活動を展開し、権利擁護活動にかかわる現状と課題を共有する。 

・「日常生活自立支援事業」の健全な事業運営および業務負担の軽減を図り、市町村社協

における福祉サービス利用援助事業の一層の推進を目指す。 

・「日常生活自立支援事業」は、高齢化による生活支援員不足やケースの多様化に伴う専

門員の業務負担増加に備えて、DX化を導入する等の業務の効率化を目指す。 

実施項目 

８ 
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・「県福祉サービス利用支援センター」の運営を通じて、本事業の周知・広報、業務の効

率化と不祥事防止の取組みに努める。 
・本人らしい生活を継続することができる地域づくりのため、必要とする人が適切に成

年後見制度を利用できる体制を県内に広める。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

社協活動における総合的な権利擁護活動

の展開 

①関係機関連絡会議 

②関係会議等への職員派遣 

     

補助金 

日常生活自立支援事業の推進 

①県福祉サービス利用支援センターの運

営 

②相談窓口・支援体制の充実強化 

③事業従事者の資質向上 

④適正な事業の実施に向けた市町村社協

の体制強化 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金 

必要な方が適切に成年後見制度を利用で

きる体制への支援 

①社協法人後見への支援、利用促進 

②市町村社協法人後見業務審査会への 

協力 

③法人後見実施団体養成研修（R6～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

       

補助金 

 

  

委託費 

 

事業の円滑な推進 

総合的な権利擁護活動の展開 

継続

継続

継続

継続
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生活福祉資金貸付等住民の自立支援に向けた制度の推進

と自立支援機関等との連携 

 2-9

 

 低所得者世帯等生活困窮世帯に対して、生活福祉資金の貸付けと必要な相談支援を

行い、対象世帯の経済的自立と生活意欲の助長促進を図り、安定した生活を送ることが

できるよう支援する。 

また、複合的な課題を抱える方々を支援するため、生活困窮者自立支援制度を中心と

した他の自立支援機関等との総合的な支援体制の構築に向けた連携を強化する。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・昨今の厳しい経済状況に加え、8050 問題や就職氷河期世代の雇用の問題など、生活困

窮者をめぐる問題は深刻化してきている。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で減収した世帯に緊急小口資金等特例貸付を実施し、

9,870 件に対し約35億 7千万円の金額を貸し付けた。令和6年度末までに4,730 件の

償還免除を決定しており、免除金額は約16億 7千万円にのぼる。 

・特例貸付終了後も、物価高騰の影響から従来の生活福祉資金に対しても特例貸付以前

と同程度の資金需要があり、市町村社協に寄せられる相談の中には複合的な生活課題

を抱えているケースが少なくない。世帯に対するアセスメントを行い、課題を明確にし

て必要な支援につなげていくことが重要であり、今後も生活福祉資金担当者を対象と

した会議や研修により支援の質の向上を図るとともに、自立相談支援機関等の関係機

関との連携を強化していく必要がある。また、特例貸付については、適切な債権管理と

償還完了者を含めた貸付世帯への継続的なフォローアップ支援が求められている。中

でも償還免除や償還猶予に未応答の滞納世帯や免除後も困窮が続く世帯への支援の充

実が課題となっている。 

・平成28年度から要保護児童やひとり親家庭の自立促進を図るため「要保護児童自立支

援資金貸付事業」、「ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業」に取組んでいるが、

貸付件数は減少傾向にあり、連絡がつかず状況把握が困難なケースも出てきている。 

・令和 2 年度に株式会社大沼の破産により解雇された従業員を対象に「山形県暮らし安

心資金」の貸付を行った。令和2年12月に受付終了となっており、滞納世帯への対応

が課題となっている。 

 

◎ 目指す方向性 

・生活福祉資金貸付事業を通じて生活困窮者世帯が抱える課題を把握し、市町村社協、民

生委員・児童委員、自立相談支援機関等の関係機関との連携を図りながら必要な支援に

つなげ、世帯の生活再建を図る。 

・特例貸付に関しては、貸付フォローアップ支援員設置事業やフォローアップ支援連絡

会議を通じて、市町村社協の体制強化とフォローアップ支援の充実を図る。 

実施項目 

９ 
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・要保護児童自立支援資金貸付事業やひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業を実

施し、要保護児童やひとり親家庭の自立促進を図る。貸付後の借受人に対しては、定期

的な状況確認を通じて、償還免除や償還の支援を実施する。 

・山形県暮らし安心資金貸付事業の借受人に対する適切な債権管理を行う。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

生活福祉資金貸付事業の適正な実施と債

権管理 

①適正な貸付けと相談支援の強化 

②償還対策の推進、償還面接の実施 

③債権管理の強化推進 

④相談支援機関との連携 

⑤貸付審査等運営委員会 

⑥民生委員・児童委員の活動との連携 

⑦市町村社協担当者会議・研修 

⑧業務調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金 

事業収入 

生活福祉資金緊急小口資金等特例貸付の

債権管理と継続的な支援 

①県社協及び市町村社協による「緊急小

口資金等特例貸付借受人へのフォローア

ップ支援」の推進 
②「貸付フォローアップ支援員設置事業」

による市町村社協の体制強化支援 
③「フォローアップ支援連絡会議」による

支援事例の共有と支援方法の検討 
④生活福祉資金貸付業務「市町村連携シ

ステム」導入による情報共有及び連携強

化 

 

 

 

 

   

補助金 

事業収入 

生活困窮者自立支援事業との連携強化 

 

 

 

    

 

 

 

補助金 

事業収入 

要保護児童やひとり親家庭への支援 

①要保護児童自立支援資金貸付事業の実 
 施 
②ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸

付事業の実施 

     

補助金 

貸付原資の有効活用 

継続

適正な貸付けと債権管理 

継続

継続

継続

生活困窮者自立支援事業等との連携強化 

③新規

継続

継続的なフォローアップ支援 
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山形県暮らし安心資金貸付事業の債権管

理 

    

補助金 

 

 

継続
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 福祉サービス従事者の確保と定着促進 

 3-10

 

広く県民に対して「福祉の仕事」に関する理解促進やイメージアップを図り、関係機

関・団体と協働しながら多様な人材の福祉分野への就労を促し、福祉サービス従事者の

確保と定着に努める。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・山形県福祉人材センターとして職業安定法に基づく「無料職業紹介所」を運営する中

で、求人事業所と求職者双方のニーズを的確に把握し、福祉の仕事の就労斡旋・相談を

行っているが、求職登録者や相談件数は減少傾向にある。 

・毎月県内全ハローワークで巡回相談を実施し、他機関主催の面談会や説明会等での出

張相談を行うとともに、インターネットによる求職登録やオンライン相談の活用によ

り、より身近な地域で利用しやすいセンターとなるよう努めている。 

・福祉人材の確保を図るために、山形労働局、各ハローワーク、山形県、介護労働安定セ

ンター山形支部、山形県ナースセンター等と連携し、福祉の仕事についての理解促進や

福祉人材確保に向け就職フェア（就職相談会）や施設見学会などの協働事業を実施して

いる。 

・広く県民に向けて福祉の仕事の魅力発信、イメージアップ、周知啓発のためにホームペ

ージやブログ、SNS等を活用した情報発信のほか、インフルエンサーとコラボ動画を制

作・配信する等、効果的な情報の発信に努めている。 

・高校生の卒業後の進路や進学で福祉職への関心を高めていただくことを目的に高校訪

問を行っている。また、無資格／未経験の方、定年退職者を含む中高年齢層や他分野か

らの転職希望者等、これまで福祉にかかわりの無かった方の福祉分野への参入促進を

図るため、「福祉の仕事職場体験事業」を実施し、幅広い年齢層を対象として啓発活動

を行っている。 

・県内の福祉系学部に通う学生を対象とした福祉の仕事や職場に対する意識調査を行い、

福祉共育が福祉の仕事の志望に大きく影響していることが確認できた。市町村社協で

行っている福祉共育実践との連携を強化していく。 

・福祉施設・事業所の採用力強化を図るため、効果的な求人票上でのアピール方法の助言

をしている。また、福祉人材確保に向けたセミナーを開催している。 

・介護や保育の有資格者で離職している方（いわゆる潜在有資格者）の呼び戻しや復職支

援のために、「介護有資格者就業（復職）支援講座」や「保育士の再就職支援研修会」

を実施している。 

・介護福祉士・保育士養成校卒業者の県内就職と新たな人材確保のための修学資金の貸

付けを実施している。 

・返還免除付き就職支援金を活用し、有資格者の復職支援や他業種からの参入促進を図

っている。 

実施項目 

10 
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・職員の定着・離職防止のための保育士相談窓口事業や、入職後の定着支援として介護職

員学習交流会を実施している。 

・今後も年少人口、生産年齢人口の減少に伴い高齢化率は上昇し続けることが見込まれ、

福祉人材の不足は一層深刻化している。特に介護分野は、2026（令和8年）には約1,600

人の介護職員が不足すると推計されており、今後も処遇改善・定着促進・生産性向上・

介護職の魅力向上など総合的な対策と併せ、国内外に人材確保のすそ野を広げる動き

がより一層求められる。 

 

 

◎ 目指す方向性 

・福祉人材確保・定着の強化を図るために、山形労働局、各ハローワーク、山形県、介護

労働安定センター山形支部、山形県ナースセンター等関係機関と連携し、福祉の仕事に

ついての理解促進や福祉人材確保に向けた協働事業を継続して実施する。 

・本会機関紙やホームページ、ブログ、SNS等の広報媒体を活用し、福祉サービス従事者

の確保・定着に向けた効果的な情報発信に努め、広く県民に対して「福祉の仕事」に関

する理解促進やイメージアップを図る。 

・無料職業紹介事業では、求人事業所の状況や求職者のニーズを的確にとらえ、マッチン

グにつなげていくため、窓口業務の他にアウトリーチ型の出張相談、施設見学の個別調

整、LINEチャットの導入など、より気軽に相談できる体制も整えていく。 

・多様な人材の福祉分野への参入促進を図るため、福祉の仕事職場体験事業や、気軽に参

加できる施設見学会等をハローワーク等との連携のもと積極的に開催する。事業所側

に対しては、求職者へのアピールにつながる求人方法のアドバイス等、マッチングにつ

ながる具体的な支援を行う。 

・将来的な福祉人材確保へ向けて、福祉の仕事のPRや進学者向けの情報提供のため高校

訪問、福祉系高校との協働事業、中高生向けの福祉の仕事職場体験事業等を実施する。 

・各種修学資金、就職・再就職準備金等の貸付事業を活用し、福祉人材の確保を図る。 

・外国人介護人材確保の県内の動向を注視し、定着支援の一環として介護福祉士修学資

金貸付事業、介護福祉士実務研修受講資金貸付事業において、外国籍の介護人材向けに

法人による連帯保証の仕組みを整備する。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

県福祉人材センターの運営 

①運営委員会・小委員会の開催 

 

 

    

 委託費 

福祉人材無料職業紹介事業の実施 

①無料職業紹介事業の充実・強化 

     

 委託費 

継続

継続
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福祉サービス従事者の確保・定着に向けた

取組み 

①福祉・介護人材マッチング機能強化事業

②保育士再就職支援事業 

③離職介護福祉士等の届出制度の普及及

び再就職促進事業 

 

④保育士相談窓口設置事業 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

委託費 

 

 

 

委託費 

⑤介護職参入促進事業 
  

 

 

 

  
補助金 

⑥福祉系高校修学資金貸付事業 
 

 

    
補助金 

⑦保育士修学資金貸付等事業 
 

 
    

補助金 

福祉・介護現場のイメージアップと多様な

人材の参入促進 

①啓発・広報事業の実施 

   

 

 

 

 

 委託費 

介護支援専門員実務研修受講試験事業の

実施 

    

 

 

 
受験料収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続

継続

継続

継続

継続

継続 検討

継続

検討



― 40 ―

 

 専門性の高い福祉サービス従事者の育成 

 3-11

 

 「県社会福祉研修センター」の運営を通じて、関係機関・団体と協働しながら研修内

容の充実を図り、福祉サービス利用者一人一人のニーズに対応した質の高いサービス

を提供できる専門的な知識や技術と豊かな人間性を兼ね備えた福祉サービス従事者の

育成を図る。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・生産人口の減少が加速するなか、福祉サービス従事者の確保、育成、定着が深刻な課題

となっており、施設・事業所等においては、職員一人一人がやりがいとプライドを持っ

て働き続けられる職場環境を整備することが重要とされている。また、施設・事業所等

においては、福祉・介護ニーズの多様化とともに、質の高いサービスの提供を継続して

いくために、より専門的な知識や技術と豊かな人間性を兼ね備えた福祉サービス従事

者の育成と、チームとしてのきめ細やかな対応力が必要とされている。 

・本会では、平成13年度から、福祉サービス従事者の専門性の向上を図るため「山形県

社会福祉研修センター」を受託し、行政や関係機関・団体、施設・事業所等と連携しな

がら社会福祉研修事業を実施しており、これまでの受講者数は、令和 7 年 3 月末現在

で延べ69,472人（委託研修63,047人、福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程2,686

人、人材確保・育成・定着支援研修3,739人）となっている。 

・平成21年度に、業務の効率化と利便性の向上を図るため「社会福祉研修受付システム」

を導入したが、以降継続して運用しているなかで、現在の業務の手順と合わない部分も

見受けられることから、さらなる利便性の向上のための機能改善（システム改修）を検

討していく必要がある。 

・コロナ禍では、感染対策のため、各研修の実施にあたっては、オンライン（Zoom）を活

用してきた。オンライン研修は、受講者の移動の負担が減り、時間に余裕を持って参加

できる利便性もあり、また、定員を超えても受講を受入れできることから、オンライン

研修を取り入れてから、受講者数は大きく増加した。（受講者数：令和元年度2,410人

→令和6年度3,403人） 

・これまでの社会福祉研修の振り返りと評価を行い、今後の社会福祉研修の充実を図る

ため、令和6年度に「研修受講者のアウトカム（研修受講後の成果）に関する調査」を

実施した。本調査によると、研修受講後の日常業務等において、利用者へのサービス向

上や業務能力の向上、職場内の連携強化、業務の見直しなどに一定の成果があったこと

がうかがえた。特に、「受講した職員の業務に対する意識・意欲の向上につながった」

ことに成果を感じている施設・事業所等の割合が最も高かった。 

・昨今の気象状況なども鑑み、受講者がより快適に安心して受講できる研修環境の整備

が課題。（県社会福祉研修センター3 階講堂には冷暖房設備がないため、県総合社会福

祉センターや外部の貸会場などを活用していく） 

実施項目 

11 
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◎ 目指す方向性 

・行政や関係機関・団体、施設・事業所等と連携しながら、福祉サービスに求められる「専

門性」とチームの一員として求められる「組織性」、及び職員のマネジメント機能やメ

ンタルヘルス対策、ハラスメント対策など組織をあげた「職員を支える仕組みの構築」

を進めるため各種研修（新任・現任・専門研修、福祉職員キャリアパス対応生涯研修課

程、人材確保・育成・定着支援研修）を実施する。 

・今後も研修実施にあたっては、参加のしやすさの観点からもオンライン研修（Zoom）を

積極的に取り入れていくとともに、多様な受講ニーズに対応していくため、オンデマン

ド方式（動画配信）による研修も実施していく。 

・研修には専門的な知識や技術の習得はもちろん、本人の業務に対する意識やモチベー

ションを高め、施設・事業所内に活気を生む効果があることから、研修実施にあたって

は、仲間同士交流を深め互いに学びあえる研修の場づくりを工夫していく。 

・集合研修の実施にあたっては、受講者がより快適に安心して受講できる環境を整備す

る。 

 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

福祉サービス従事者等に対する研修の 

企画及び実施 

①新任・現任・専門研修（県委託事業） 

②福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 

（自主研修） 

③人材確保・育成・定着支援研修（自主研修）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託費 

受講料収入

 

継続
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 利用者の立場に立った福祉サービス提供への支援 

 3-12

 

 良質で信頼できる福祉サービスの提供のため、福祉サービス提供事業者における苦

情解決制度の充実を図るとともに、第三者による福祉サービス評価を支援する。 

 県経営協等と連携し、社会福祉法人や福祉サービス提供事業者のガバナンスの強化

を支援する。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・社会福祉法人制度改革により、公益性・非営利性の確保や、地域における公益的な活動

への取組等、社会福祉法人はより公益性の高い組織運営を求められている。さらなる事

業運営の透明性を図るためにも、福祉サービス提供事業者には、苦情解決制度の充実と

第三者によるサービス評価への取組みが求められている。 

・平成12年度から、福祉サービス利用者の人権・権利を擁護することを目的に「福祉サ

ービス運営適正化事業」を実施しており、今後も引き続き福祉サービスに関する苦情の

解決等に取り組んでいく。 

・社会福祉法第78条（福祉サービスの質の向上のための措置等）第1項において、福祉

サービス提供事業者が第三者によるサービス評価を受けることは、サービスの質の向

上のための措置の一環とされている。県内では、県が推進組織となり、「福祉サービス

第三者評価事業」に取り組んでおり、5つの評価機関により第三者評価が行われている。 

・社会福祉法人にはこれまで以上にガバナンスの強化が求められていることから、引き

続き県経営協と連携・協働し、社会福祉法人の経営課題の明確化とその解決に向けて事

業推進を図っている。 

・社会福祉法人が施設の新設、整備のために借り入れた資金の借入金利子について、「社

会福祉施設経営支援特例基金利子補助事業」により補助金交付を行っている（過去に補

助の決定を受けた法人が対象）。 

 

◎ 目指す方向性 

・「福祉サービス運営適正化事業」を通じて、福祉サービス利用者、福祉サービス提供事

業者が抱える悩みや課題を把握し、住民がよりサービスを受けやすい環境の整備に努

める。 

・県社会福祉研修センターと共催で苦情解決等に関わる研修会を開催する等、福祉サー

ビス提供事業者の苦情解決体制の整備を支援する。 

・福祉サービス利用者が事業者を選択するにあたり、良質なサービス提供事業者を選択

できるよう、福祉サービス第三者評価事業推進組織や評価機関等と連携し、第三者によ

る福祉サービス評価を支援する。（福祉サービス第三者評価事業等の啓発や情報提供） 

・県経営協の事務局運営を通じて、社会福祉法人・社会福祉施設とのつながりの中から法

人運営の現状と課題を共有し、利用者の立場に立った福祉サービスの提供と適正な法

実施項目 

12 
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人運営の推進を支援する。 

・社会福祉施設の運営支援として、「社会福祉施設経営支援特例基金利子補助事業」を実

施する（令和6年度末4法人が対象）。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

福祉サービス運営適正化事業の推進 

①福祉サービス運営適正化委員会の開催

②運営監視合議体・苦情解決合議体活動

③福祉サービス利用についての苦情・相

談受付 

④研修会の開催・関連資料作成 

  

 

 

 

 

 

 

  

会費収入等 

補助金 

第三者による福祉サービス評価の支援 

①福祉サービス第三者評価事業等の啓発

や情報提供 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
会費収入等 

社会福祉法人に対する利子補助支援 

①社会福祉施設経営支援特例基金利子 

補助事業（令和10年度終了予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
補助金 

 

継続

継続

継続
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 社会福祉制度の充実に向けた政策提言 

 4-13

 

 社会福祉制度の充実及び社会福祉予算の確保に向けた要望及び提言活動を推進する

とともに、活動を通じて見えてきた課題について関係団体や県と共有しながら、必要に

応じて社会福祉制度の充実に向けた政策提言を行う。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・本会では、社会福祉制度の充実と社会福祉予算の確保に向けて、福祉関係団体等で構成

する「社会福祉制度・予算対策委員会」を設置し、各団体や各市町村社協からの要望事

項を取りまとめ、県知事及び県議会議長への要望・提言書の提出（※令和 6 年度は 15

団体から33項目の要望事項を提出）や福祉関係団体と県担当課長との課題の共有・協

働の場として情報交換会を実施している。 

・本会では、これまで様々な活動を展開するにあたり、各種調査活動を基盤に事業を進め

ている。 

・平成29年度から事務局内に「プロジェクトチーム」を設置し、「山形県地域福祉活動計

画」の見直しや、「生活福祉資金と8050問題」についての検討、生活福祉資金貸付世帯

の実態調査を行いながら、生活困窮者を社会全体で支えていくための提言「生活困窮者

を社会全体で支えていくために」等の作成、新型コロナウイルス禍における子どもの居

場所づくりのニーズ調査やオンラインコミュニケーションツールによる福祉活動状況

調査を行い、直近では「福祉系学部に通う山形県内の学生の福祉の仕事に対する意識調

査」を実施し、報告書として取りまとめ、関係団体に情報提供している。 

 

◎ 目指す方向性 

・社会福祉制度の充実と社会福祉予算の確保に向けて、各福祉関係団体や市町村社協か

ら要望事項を取りまとめ、「県知事との懇談会」、「県議会議長との懇談会」を通じて、

実現に向けた取組みを県に対して提言していく。 

・要望運動や県担当課長との情報交換会等を通じて、各福祉関係団体の取組みや現状を

把握するとともに、各団体がお互いに課題を共有していくための機会づくりを行う。 

・全社協・政策委員会と連携しながら、社会福祉制度・施策の動向等、今後の社会福祉に

関する情報収集に努める。 

・事務局内に組織横断的な「プロジェクトチーム」を組織し、本会が保有するデータの分

析等を進め、県民の課題を整理し、報告書や活動計画を作成するとともに、関係機関と

の課題の共有を図り、あわせて職員の課題の把握力・分析力等資質向上を図る。 

・社会福祉制度・予算対策委員会活動との連携を図りながら、プロジェクトチームの検討

結果等を政策提言につなげることを検討する。 

・本会の機関紙やホームページ、SNS等やマスメディアとの連携により、調査・研究結果

実施項目 

13 
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を広く県民に周知し、課題の解決に向けた啓発を行う。 

 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

社会福祉制度の充実及び社会福祉予算の

確保に向けた要望及び提言活動の推進 

①社会福祉制度・予算対策委員会 

②県知事との懇談会 

③県議会議長との懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

社会福祉制度の充実に向けた課題の共有

①福祉関係団体と県担当課長との情報交

換会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

地域福祉に関する調査研究・課題検証及

び本会が保有するデータの分析と情報の

発信 

①プロジェクトチームを組織した本会事

業の企画検討等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

  

継続

時機を得た県行政への要望及び提言 

県民への福祉課題の発信 

継続

福祉制度の充実に向けた 
協働の場づくり

情報分析・調査研究・課題検証・情報発信 

実施 実施 実施 
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 県内関係団体の基盤の強化   

 4-14

 

 

 各種別協議会・福祉関係団体との連携を図り、特に基盤の弱い福祉関係団体に必要な

情報提供等を行い、基盤の強化を支援する。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・以前は財政基盤の弱い小規模福祉団体等に対して、「山形県総合社会福祉センター」の

活用できるスペースを共通事務室として貸し出し、事務局機能の維持・強化に向けた支

援を行ってきた。 
・本会ホームページ等で、福祉関係団体が活用できる助成金等の情報を提供している。 
・公益財団法人山形県総合社会福祉基金については、令和 3 年度から本会が事務局の運

営支援等を行っている。本会は、市町村社協や福祉関係団体等とのネットワークを有し

ていることから、同法人の助成事業について積極的に情報提供を行い、県内の民間社会

福祉事業の充実を支援するとともに、同法人の適切な運営に寄与している。 
・「県ひとり親福祉会」が進める学習支援事業について、活動場所の提供による支援を行

っている。 

 

◎ 目指す方向性 

・小規模福祉団体の課題に対し、随時相談に応じていく。 

・本会ホームページでの各種助成金の情報提供等を通じて、県内関係団体の基盤の強化

を図っていく。 

・山形県総合社会福祉基金の助成事業について、今後も積極的な情報提供を行っていく。 

・「県ひとり親家庭福祉会」が進める学習支援事業において、引き続き活動場所の提供に

よる支援を継続し、いわゆる「子どもの貧困の連鎖」を防ぐための取組みを進める。 
・必要に応じて社会福祉関係団体や当事者団体への情報提供等を通じ、組織化への支援

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施項目 

14 
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◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

県内関係団体の基盤の強化 

①小規模福祉団体等への支援 

②各種助成金の情報提供等 

③公益財団法人山形県総合社会福祉基金

事務局への支援 

④学習支援事業の実施協力等 

⑤必要に応じた当事者等組織化の支援 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

会費収入等 

 

 

継続
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 本会の組織体制の充実・強化 

 4-15

 

 本会の運営にあたり、公益性の高い組織にふさわしい法人運営体制を確立するとと

もに、外部研修や職場内研修を活用した職員の資質向上に努める。また、賛助会員の拡

大をはじめとする財政基盤の強化、本会機関紙「たすけあい」やホームページ等情報発

信ツールを活用した広報活動の充実を図る。 

 

◎ これまでの成果と課題 

・本会は、地域福祉の推進役としてふさわしい組織となるべく、事務局体制の強化、事 

務局職員の資質向上を推進するとともに、外部研修および職場内研修を通じて職員の

資質向上と専門性の強化に取り組んだ。 

・弁護士等の専門職と顧問契約を結び、本会の専門的機能を強化しながら、市町村社協等

が抱える専門的課題へ適切・迅速に対応している。また、新たに職員等の健康管理・メ

ンタルヘルスの重要性を鑑み、医師と委託契約を行い支援体制を整備している。 

・「山形県総合社会福祉センター」について、県内の福祉活動拠点として、昭和58年3月

から運営しており、40 年以上が経過している。老朽箇所を適宜修繕しながら、適正な

運営管理に努めている。 

・本会に福祉に関する電話やメール等での住民からの相談があり、随時対応を行ってい

る。 

・賛助会費をはじめ、自主財源の確保を推進するとともに、本会の財政状況を分析し、公

益性の高い財政のあり方を模索する必要がある。 

・「山形県民福祉大会」は、令和 7 年度で 75 回目を数え、大会では社会福祉従事者等の

顕彰のため、個人・団体に対して「山形県民福祉大会会長表彰」を授与し、社会福祉従

事者等に対する顕彰を行っている。 

・毎月発行している機関紙「たすけあい」は、昭和 24 年の創刊以来令和 7 年 10 月で第

1150号を数える。 

・ホームページや SNS を活用した情報発信に努めており、特に、大規模災害時は救援物

資の募集やボランティア情報等に大きな役割を果たしている。 

・コロナ禍における事業の持続性確保のために、オンライン会議システムの導入やICT機

材の導入により、事業継続のための必要なデジタル技術の活用を図った。併せて、勤怠

管理のデジタル化を行い、業務の効率化や省力化を図っている。 

・リスクマネジメント体制の確立として、業務継続計画（BCP）を策定し、その他、財務

システムのクラウド化等で災害等のリスク軽減を図る等、安定的な事業運営につなが

る仕組みを導入している。また、電子帳簿保存法やインボイス制度等の法改正に対応し

つつ、業務の効率化や省力化にとどまらない組織力の向上を行っている。組織体制の充

実・強化のためにデジタル技術の活用や DX（デジタルトランスフォーメーション）の

推進は、不可欠となっている。 

実施項目 

15 



― 49 ―

・令和７年度から 11 年度までの「山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 2025」を策

定し、事態に即した事業展開を意識している。 

 

◎ 目指す方向性 

・外部研修への派遣や職場内研修を実施し、事務局職員の一層の資質向上を図る。 

・理事会・評議員会等法人運営会議を通じ、本会の適正な法人運営を図る。 

・市町村社協会長会議、事務局長会議を通じ、本会と市町村社協における法人運営にかか

わる現状と課題を共有する。 

・必要に応じて業務継続計画（BCP）の更新を行い、リスクマネジメント体制の強化を図

るとともに、デジタル技術の活用や DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進

し、組織体制の充実強化を図る。また、業務の効率化や省力化にとどまらない組織力の

向上を目指す。 

・法務・税務、医療、労務等の専門職との連携により、事務局の専門性や職員等の健康管

理体制を整備する等の基盤強化を行うとともに、市町村社協等が抱える専門的課題の

相談に適切に対応する。 

・「県総合社会福祉センター」の適正な管理を行う。 

・本会の総合相談機能（相談対応力や組織内での課題共有等）を高め、各種事業を通じて、

ますます多様化・複雑化する住民ニーズを的確に受け止め、適切に対応していく。 

・本会の財政状況を分析し、公益性の高い、安定した法人経営のあり方を探る。 

・賛助会費や広告料収入等の拡大を図りながら、本会自主財源の確保・強化を図る。 

・各種事業の推進にあたって、共同募金配分金等の既に活用している民間財源に加えて、

新たな財源の確保・活用の可能性を探り、本会事業のさらなる展開を目指す。 

・「山形県民福祉大会」の開催や社会福祉従事者の顕彰等を通じて、福祉の心の醸成と県

民福祉の向上を図る。 

・福祉を取り巻く状況が複雑多様化する中で、的確な情報把握に努め、必要な方に必要な

情報が届くよう、機関紙「たすけあい」や本会ホームページ、SNS を有効に活用する。 

・「山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 2025」について、広く県民に周知を図り、

社会福祉の動向や社会情勢を見極めながら、本計画を推進していく。 

 

◎ 年次計画 

推進事業項目（具体的事業） R7 R8 R9 R10 R11 財源 

組織（事務局）体制の充実強化 

①職員の資質向上への取組み 

（外部研修への派遣、職場内研修の充実）

 

 

 

 

   

 会費収入等 

②法人運営会議の開催、市町村社協会長・

事務局長会議等の開催 

  

 

 

 

  

 
会費収入等 

③ICT化・デジタル化による業務推進の検

討と実施 

     
会費収入等 

継続

継続

継続
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④リスクマネジメント体制の確立 

（専門職連携、苦情解決体制の整備、

BCP策定等）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 会費収入等 

⑤山形県総合社会福祉センターの管理 

  

 

 

 

 

 

 利用料収入 

入居負担金 

改修基金等 

⑥本会相談機能の充実強化 
     

会費収入等 

財政基盤の強化 

①賛助会費・広告料収入等自主財源の 

拡大 

 

 

 

 

 

 

  

 会費収入等 

②共同募金等民間財源の積極的な活用 
     

会費収入等 

広報・啓発活動の強化 

①山形県民福祉大会の開催（社会福祉従

事者の顕彰） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県・市町村社

協負担金等 

会費収入等 

②広報活動の充実（機関紙「たすけあい」

の発行、ホームページの運営） 

 

 

 

 

   会費収入等 

購読料収入等

共同募金配分金

③山形県社会福祉協議会 地域福祉活動 

計画2025の推進 

   

 

 

 

 

 

 会費収入等 

 

 

法的課題への適切・迅速な対応・内部牽制 

適正な管理、老朽設備の改修 

継続

継続

継続

継続

新規
中間

見直

し 

継続
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山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画策定委員会 

設 置 要 綱 
 
                        社会福祉法人山形県社会福祉協議会 
 
（目的及び名称） 
第１条 山形県内での地域福祉の積極的推進を図っていくため、本会「協議会及び委員会

規程」に基づき、山形県社会福祉協議会の今後５か年の新たな活動計画を策定していく

ことを目的に、山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会」）

を設置する。 
（委員構成） 
第２条 委員会は、次の者をもって構成し、委員は次に掲げる者のうちから山形県社会福

祉協議会会長（以下「会長」）が委嘱する。 
 （１）市町村社会福祉協議会関係者 
 （２）福祉施設・福祉団体関係者 
 （３）地域福祉等の研究を行う大学関係者 
 （４）民間企業等関係者 
 （５）学識経験者 
（委員長及び副委員長の選任） 
第３条 委員会に委員長１名、副委員長１名を置き、委員長及び副委員長は委員の互選に

より選任する。 
（任期） 
第４条 委員の任期は、令和６年６月１日から令和８年３月３１日までとする。 
（会議） 
第５条 委員会は、必要に応じ会長が招集し、委員長が座長となる。 
（費用弁償等） 
第６条 委員が委員会に出席をした時は、山形県社会福祉協議会「協議会及び委員会規程」

に基づき費用弁償を支給するほか、会長が別に定める。 
 
 

付  則 
１．この要綱は令和６年６月１日より施行する。 
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◎策定委員

役職名 氏　名

委員長 東北福祉大学 前教授 都　築　光　一

副委員長 山形県民生委員児童委員協議会 理事 笹　原　啓　一

委員 山形県地域包括支援センター等協議会
常務理事
事務局長

齋　野　和　夫

委員 山形県保育協議会 会長 斎　藤　徳　和

委員 山形県身体障害者福祉協会 常務理事 黒　沼　祐　蔵

委員 特定非営利活動法人ぼらんたす 理事 栗　原　穂　子

委員 山形県老人クラブ連合会 常務理事 大　津　歩　美

委員 山形県経営者協会 専務理事 丹　　　哲　人

委員 山形県健康福祉部 地域福祉推進課長 廣　谷　勝　子

委員 山形市社会福祉協議会 事務局長 佐　藤　貴　司

委員 庄内町社会福祉協議会 事務局長 佐　藤　幸　基

委員 山形県社会福祉協議会 事務局長 植　木　憲　司

※敬称略

◎作業部会　《山形県社会福祉協議会》

氏　　名

事務局次長（兼）総務企画部長 奥　山　伸　広

地域福祉部　地域共生推進主査 三　瓶　淳　子

地域福祉部　主　　事 武　田　拓　也

人材研修部　副 部 長 鈴　木　利　宜

人材研修部　主任主事 山　口　大　希

総務企画部　副 部 長 菊　地　　　忍

総務企画部　主　　事 山　川　美　穂

所　　　属

団　体　名

◇地域福祉等の研究を行う大学関係者

◇福祉施設・福祉団体関係者

◇民間企業関係者

◇学識経験者

◇社会福祉協議会関係者
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◎ 活動計画の策定経過（策定委員会等の開催状況） 

年月日 内  容 

令和 6 年 

6 月 28 日 
○第 1 回作業部会 

・策定スケジュールの検討 

・現計画の進捗状況の確認 

・次期計画に向けた今後の課題 

・計画の骨子 

 

 

 

令和 7 年 

3 月 17 日 
◎第 1 回策定委員会

・委員長・副委員長の選任 

・地域福祉活動計画の概要説明 

・現計画の振り返り 

・今後のスケジュール（案）の検討 

4 月 23 日 ○第 2 回作業部会 

・地域福祉活動計画 2025 の概要 

・策定スケジュール 

・第 1 回策定委員会の報告 

5 月 23 日 ○第 3 回作業部会 

・新計画の体系図（概念図）の検討 

・新計画の「実施項目」の整理 

・今後の作業方針 

9 月 29 日 ○第 4 回作業部会 

・新計画の体系図（概念図）の検討 

・新計画の「実施項目」の整理について 

 ・各実施項目の記述内容 

 ・策定委員会等の意見反映方法 

 ・目標の設定 

・今後のスケジュールの確認 

10 月 7 日 ◎第 2 回策定委員会

・地域福祉活動計画 2025 体系図の検討 

・実施項目（素案） 

・今後のスケジュールの確認 

令和 8 年 

3 月 6 日～3月 13 日 
・活動計画に対する意見募集（パブリックコメント）の実施 

3 月 10 日 ◎第 3 回策定委員会 ・活動計画の決定 

 

7 月 25 日からの大雨災害による中断 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 2025 

（令和 7～11 年度） 

 

    発 行  令和 8年 3月 

 

    発行者  社会福祉法人山形県社会福祉協議会 

         〒990－0021 山形市小白川町 2－3－31 

         TEL．023－622－5805  FAX．023－622－5866 
 

         E-mail ： info@ymgt-shakyo.or.jp 

 

 

 

はじめに 

 

 本会では、令和 7年度からの 5か年の活動計画として、「山形県社会福祉協議

会 地域福祉活動計画 2025」を策定しました。この計画は、令和 2年 3月に策定

した「山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 2020」の取組みの成果・課題と、

今後取り組むべき内容を踏まえて推進するものです。 

 私たちを取り巻く社会環境は、年々大きく変化しており、少子高齢化や人口減

少の進行が、地域社会の在り方そのものに影響を及ぼす時代となりました。特に

本県においては、県内の人口が 100 万人を割り込むなど、大きな転換期を迎え

ております。身近な地域において、支え合いの担い手が減少する一方、支援を必

要とする方は増加しており、地域福祉の重要性はこれまで以上に高まっており

ます。 

 また、近年は、社会的なつながりの希薄化を背景に、孤独・孤立の問題が深刻

化しています。こうした状況を受け、本県ではオール山形で孤独・孤立対策を推

進するための官民連携のプラットフォーム「やまがたつながり支えあいネット

ワーク」が設立されるなど、多様な機関や団体が連携・協働し、誰一人取り残さ

れることのない社会をめざす取組みが始まり、県内各地への広がりと強固な連

携を築くことが求められています。 

 さらに、近年頻発する自然災害への対応も、重要な課題です。令和 7年には、

災害対策基本法等の一部を改正する法律が施行されました。災害救助法におけ

る救助の種類に「福祉サービスの提供」が追加され、福祉的支援の充実、ボラン

ティア団体との連携、広域避難の円滑化、防災 DX の推進など、災害対策の強化

が図られています。引き続き、平時からの地域のつながりづくりとあわせて、災

害時にも福祉支援が行える体制づくりを進めてまいります。 

 今後も、地域福祉の推進主体として、「誰もが住み慣れた地域で心豊かに暮ら

せる地域福祉の確立」を目指し、多様な機関や団体等と連携・協働しながら、地

域共生社会の実現に向けて着実に歩みを進めてまいる所存ですので、引き続き

変わらぬお力添えを賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、計画の策定にあたり貴重な御意見をいただきました山形県社会福祉

協議会地域福祉活動計画策定委員会の皆様をはじめ、関係者の皆様に心から感

謝申し上げます。 

 

 

 

令和 8年 3月 

 

                   社会福祉法人山形県社会福祉協議会 

                      会 長  玉 木 康 雄 



 
 

 
 
 
 
 

山形県社会福祉協議会 地域福祉活動計画 202５ 
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住民が主体となり 誰もが心豊かに暮らせる 地域福祉の確立 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 社会福祉法人 山形県社会福祉協議会 

 

ボランティア行事用保険（傷害保険、国内旅行傷害保険特約付傷害保険、賠償責任保険）

送迎サービス補償（傷害保険） 福祉サービス総合補償
（傷害保険、賠償責任保険、約定履行費用保険（オプション））

ふくしの保険 検 索

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
ＴＥＬ：０３（３３４９）５１３７
受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

〈引受幹事
保険会社〉

https://www.fukushihoken.co.jp令和８年度

〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の 9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は、「ボランティア活動保険パンフレット」にてご確認ください。●

この保険は、全国社会福祉協議会が損害保険会社と一括して締結する団体契約です。

＜重 要＞
◆基本プランでは地震・噴火・津波に起因する死傷は補償されません。
◆年度途中でご加入される場合も上記の保険料となります。
◆中途脱退による保険料の返金はありません。
◆中途でボランティアの入替や、ご加入プランの変更はできません。
◆ご加入は、お 1人につきいずれかのプラン 1口のみとなります。

商品パンフレットは
コチラから

（　　　　　）ふくしの保険
ホームページ

保険金額・年間保険料（１名あたり）保険金額・年間保険料（１名あたり） 団体割引20％適用済／過去の損害率による割増適用

ケガの
補償

賠償責任
の補償

年間保険料

死亡保険金

プラン

保険金の種類
基本プラン 天災・地震補償プラン

1,040万円

1,040万円（限度額）

6,500円

350円 500円

65,000円

32,500円

4,000円

5億円（限度額）

後遺障害保険金

入院保険金日額

通院保険金日額

地震・噴火・津波による死傷

賠償責任保険金
（対人・対物共通）

入院中の手術

外来の手術
手術保険金

〈SJ25-09878より抜粋〉


